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Ⅰ　開催概要Ⅰ　開催概要

（１）　目　　的　

令和元年 10 月 1 日現在、都内の外国人登録者数は約 57 万人で全体の約 4.1％を占めてい

ます。経済のグローバル化、少子高齢化が進展する中で、在住外国人の増加と定住化の傾向は

今後ますます進んでいくと考えられます。

このような在住外国人を取り巻く課題や問題点、国際協力の在り方などについて、国際理解

を促進し問題解決への認識を深める機会とします。

（２）　実施方法

　分科会方式（４分科会）

（３）　内　　容

A)　出入国管理法改正の影響と多文化共生社会のこれから　～日本語・人・地域社会～

B)　在住外国人の医療・保健について　～通訳・相談・診療の現場から～

C)　災害時の「やさしい日本語」、どう“まち”に根付かせるか？

D)　国際協力の現場から考える多文化共生

（４）　日　　時　　　令和２年２月８日（土）１０：００～１６：００

（５）　場　　所　　　なかのＺＥＲＯ　西館　（中野区中野 2-9-7）

（６）　定　　員　　　200 人

（７）　参 加 費　　　無　料

（８）　主　　催　　　東京都国際交流委員会　　国際交流・協力ＴＯＫＹＯ連絡会

（９）　共　　催　　　東京都　　日本国際連合協会東京都本部

（10）　後　　援　　　独立行政法人国際協力機構　　一般財団法人自治体国際化協会



-3-

Ⅱ　実施概要Ⅱ　実施概要

Ａ分科会Ａ分科会

●テ ー マ ：　出入国管理法改正の影響と多文化共生社会のこれから　～日本語・人・地域社会～●テ ー マ ：　出入国管理法改正の影響と多文化共生社会のこれから　～日本語・人・地域社会～

日本の生産年齢人口の減少に伴う深刻な人手不足に歯止めをかけ、人材を確保

するために改正出入国管理法が 2019 年 4 月に施行され、約 1 年が経過しまし

た。今後、法律に基づき、生活者としての外国人を支援する「外国人との多文化

共生社会の実現に向けた取組」がなされていきます。

基調講演では、人口減少で迫られる諸問題と今後を主題とし、法改正の背景等

について理解を深めます。

続いて、生活者としての外国人に対する支援のうち、外国人を対象とした相談

窓口、日本語の学習支援と居場所、企業での外国人労働者の受け皿づくり等、法

改正の影響と多文化共生社会のこれからについて、三つの現場から報告します。

さらに、登壇者への質疑応答を通じて、今後の方向についても理解を共有し、

議論を深めていきます。

●基調講演：　「人口激減時代と外国人受入れ新政策－日本は移民社会に向かうのか？」●基調講演：　「人口激減時代と外国人受入れ新政策－日本は移民社会に向かうのか？」

毛受　敏浩　　公益財団法人日本国際交流センター　執行理事

●報 告 ① ：　「外国人相談から」●報 告 ① ：　「外国人相談から」

新居みどり　　NPO 法人国際活動市民中心（CINGA）　コーディネーター

●報 告 ② ：　「東京における日本語学習支援」●報 告 ② ：　「東京における日本語学習支援」

梶村　勝利　　東京日本語ボランティア・ネットワーク　代表

●報 告 ③ ：　「企業側の外国人労働者の受け皿づくりは」●報 告 ③ ：　「企業側の外国人労働者の受け皿づくりは」

中山眞理子　　NPO 法人多文化子ども自立支援センター　代表理事

●参 加 者 　　65 名●参 加 者 　　65 名

基調講演　「人口激減時代と外国人受入れ新政策－日本は移民社会に向かうのか？」

毛受　敏浩　　公益財団法人日本国際交流センター　執行理事

日本にとって非常に大きなテーマである人口減

少については、2010 年代と 2020 年代の人口の

減り方は大きく異なり、加速していく。国立社会

保障・人口問題研究所は、2020 年代には 550 万

人減り、その後も減少が続くと予測している。10

年経たないうちに、四国の人口（380 万人）を上

回る人口減少が想定されている。東京では縁のな

い話のようだが、広島県安芸高田市（人口約３万人）

では 2035 年には 80 歳以上が一番多くなり、人

口ピラミッドが逆転する。日本人だけでは地域社会

が維持できないとして、市長が移民政策の必要性

を公言している。これは特殊な事例ではなく、地方

都市では県レベルも含めて持続可能性が危ぶまれ
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る状況だ。秋田県は日本で一番人口減少が厳しく、

減少をなだらかにしようと努めているが、一向に

止まらない。

国は、2013 年から年間 1 兆円を使って①出生

率を 1.8 まで上昇させること、②地方から出生率

が低い東京圏への人の流れを止めることを目標と

して地方創生に取り組んできた。しかし、出生率

は 1.42 から変わらず、人の流れは 9 万人から 12

万人に増え、効果が出ていない。例え少しばかり

出生率が上がったとしても、現在の人口構成では

出産する年齢幅の女性の数自体が減っているので、

人口は増えない。

平成 28 年から平成 30 年の間に人口が増えた

のは７都県のみ（※ p ６）であり、この増加の内

訳の半分以上は外国人である。日本の人口構図を

単純に示すと、底に穴があいたプールのようなも

ので、毎年 20 万人ずつ外国人が増える一方、日本

人が 51 万人減少している。この穴はどこまで大き

くなっていくのか。国の機関のデータからは、年

間 100 万人を超えると予測されている。

日本の人口が減っても大丈夫という意見もある。

人口が小さくてもスイスや北欧のように豊かな国

もあると言うが、それらの国はもともと人口が小さ

く、移民も沢山いる。更に、日本には高齢化の問題

もあり、2060 年を超えて高齢化率は上がってい

くが、ヨーロッパの小さい国は移民を受け入れて

いるので日本ほど高齢化率が高くない。最大の問

題は、日本には 1 千兆円をこえる借金があること。

人口が減ったら、どうやってこの借金を返してい

くのか。清貧に暮らしていけばよいとは言えない。

政府は人口１億人維持を明言しており、借金の返

済にはその規模が必要だが、人口減少が続いてい

るのが現実である。

在留外国人の傾向を見ていくと、アジアの方が

非常に多い。近年増加しているベトナム人は技能

実習生、ネパール人は日本語学校が多いと言われ

ている。

改正出入国法と新方針のポイントについては、1

つ目に、在留期間の上限を 5 年とする就労を目的

とした新たな在留資格、特定技能ができた。日本は

ホワイトカラーに対しては世界的にもオープンで、

四年制大卒は就職にほぼ支障がなく、留学生に日本

で働いてくれと言っている状況だが、ブルーカラー

は基本的に受け入れないというのが方針。だが、人

口減少によってブルーカラーの分野こそが人手不

足で困っている。先日、運輸関係の労働組合の人と

話をした。日本の運送業がピンチになる日が年に

２回あるという。それは、日本語能力検定試験の

日だという。現実問題、外国人がいないとまわら

なくなっている。従来、日本では、本来ブルーカラー

の分野で就労目的の外国人の受入れは認めてこな

かった。ブルーカラーの分野での人手不足が厳しく

なる中で、労働はあくまで特例であるはずの留学

生に労働力として依存するといった特異な状況が

起こっているが、他の国ではありえない現象といえ

る。もうひとつ、ブルーカラーの分野での労働力と

して技能実習生があるが、この制度は国際貢献を

目的とした制度で、技能実習法には日本の雇用調

整のためではないと明記されている。だが現実は、

安い、若い労働力を必要とする企業が使っている。

この状況に対応するため、特定技能という制度が

できた。働くことを目的とした制度ができた点で、

画期的である。

ポイントの 2 つ目は、特定技能で来日して、試

験に合格すれば、家族の帯同と定住が認められた

こと。この 2 号について、移民政策ではないかと

国会で揉めた。その結果、２号に移る道筋が曖昧

なままである。

3 つ目は、定住外国人に対する総合的な対応策

を行うこと。最近改訂版が出された。論点は沢山

あるが、みなさんの関心が高いところでは、昨年

6 月に日本語教育推進法ができた。外国人に対す

る日本語教育が国の責務であることが明記された

意味は大きい。現在文化庁では 3 つの取り組み（①

地域日本語教室の空白地帯を埋めること、②日本語

教師の国家資格化、③ヨーロッパのセファールのよ

うな日本語教育の参照枠を設け指標を統一するこ

と）を行っており、３月には報告が出る。日本語教

師の資格については法制化されるだろう。外国ルー

ツの青少年の教育については、今まで非常に遅れ

ていたところ。

では、なぜ移民政策をとらないのか。人口減少



-5-

は悪化していき、移民政策は必要不可欠と私は考え

る。法改正にあたって国会議員に説明する機会が

あったが、その必要性はわかってもらえる。それで

も政府が入管法改正を移民政策と異なるとする理

由は 2 つある。1 つ目は、実際はそんなことはな

いのだが、これまで、一部の人たちが「外国人が増

えると治安が悪くなる」と言っていたことを受け

た国民感情への配慮。2つ目は、外国人や移民といっ

たことにアレルギーのある自民党内部右派勢力へ

の配慮。移民政策と異なるとしなければ自民党内

部がまとまらなかった。ただ、これではアクセル

とブレーキをいっぺんに踏んでいる、どちらの方

向を向いているかわかならい状況だ。

平成の 30 年間に在留外国人はどう変わったか

というと、人数は 170 万人増えて直近では 280

万人になり、平成元年では国籍は韓国朝鮮の方が

70％で、この大半は在日の方だったが、現在は多

様化した。しかし、この間、政府は何もしてこなかっ

た。外国人はいつか帰る人たちと想定されていた

ので、基本的な統計もなかった。最近になって慌

てて外国人の子供たちの不就学について調査した。

自治体・市民に丸投げされていた 30 年のうちに、

日本語も母語もできないタブルリミティッドの人

たちが、子どもを持つようになった。ひとつの事例

として、日系ブラジル人と日本・フィリピンのダブ

ルの人の子で、日本語能力が非常に弱い子がいる。

30 年間の政策空白は、そういう状況を生んだ。ド

イツや韓国では、外国人への言語学習を義務付け

ているが、日本は地域日本語教室にも空白がある

状態で、まだ途上にある。

次に、2020 年代にどうなるかというと、日本

人の人口は減少するが、外国人は今後 10 年間で

200 万人以上増えるだろう。技能実習生は現在年

間 8 万人くらい増えており、東京では非常に少な

いが、20 の道府県では在留資格の第一位である。

四国では、名物のうどんも蜜柑も鰹も技能実習生

なしには成り立たない。徳島県では外国人の 6 割

が技能実習生。技能実習生は急速に増加しており、

九州も福岡を除く全ての県で技能実習生の割合が

一番高い。今まで、多文化共生の中で技能実習生

はあまり触れられてこなかったが、今後は避けて

通れない。四国も九州も、そもそも外国人人口が

少なかった地域では、こういった急変でトラブル

も生じている。

これから外国人住民をどう考えていくかという

と、人口減少を補う貴重な住民であり、地域経済を

維持する貴重な労働力、地域社会の持続性を維持

する貴重な若い活力である。一時的な労働者とし

てではなく、優秀な人材に定着してもらうことを

考えていかないといけない。そのためには、自治体、

地域の役割が大きい。人口減少の下では外国人は欠

かせない存在であるという自治体の長のメッセー

ジが必要。東京も 2025 年に人口のピークを迎え、

そこからは減少していくことに加え、高齢化のス

ピードも非常に速い。また、日本は自然災害が多い。

政府は高齢者同士が助け合うと言っているが、限

界がある。昨年の台風などで亡くなった方の７割が

高齢者だったことを考えると、地域社会に国籍を

問わず若い人が入っていることは大切。外国人の

人たちが地域の消防団に入ってくれるような体制、

一緒に暮らしていく地域になることを自治体の長

から明確に示すことで、住民の意識変革にもつな

がる。

最後に、失敗と成功の２つのシナリオを示した。

失敗するケースでは、外国人を安い労働力とみな

し、企業も低賃金労働に依存することでイノベー

ションを怠るようになる。日本語能力も改善され

ず、ダブルリミティッドも進む。成功するケースで

は、日本語、職能ともに高い優秀な外国人が日本

で働く、受け入れ企業での生産性の向上、地域社

会への貢献拡大、日本人への刺激、相乗効果、地

域社会への持続性の向上と閉塞感の打破といった

ことが考えられる。外国人は、今の閉塞感を打破

する可能性を持っている人たちだが、いずれのシ

ナリオになるかは、どうやって受け入れていくか

次第である。

日本国際交流センターでは、総合的対応策を裏

付ける法律の必要性、その具体的な法案について

法務大臣に提言をした。
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報告①「外国人相談から」

新居みどり　　NPO法人国際活動市民中心（CINGA）　コーディネーター

国際活動市民中心（CINGA）は外国人相談を行っ

ている専門家集団で、2004 年にできた NPO で

ある。法で定められた外国人技能実習機構の母国

語相談センターの他、東京入管主管の３つの相談

センターの運営を受託している他、15 年以上法律

や労働、教育など専門家が対応する相談会を毎月

実施してきている。本報告では、法改正の相談現場

への影響について報告する。あわせて、CINGA の

自主事業で行っている全国 50 数か所のワンストッ

プセンターを訪問のヒアリング結果を報告する。

法改正後、相談センターで相談件数は増加して
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いるのではないか。全国のワンストップセンターで

も件数は増えており、顕著な例として、ある県の

センターでは、2018年度は年間70数件だったが、

今年度は 1 か月で 100 件近くにもなった。

なぜ相談件数が増えているのか。外国人の場合

は、困っていることの相談というより、「制度が変

わったと聞いたが、どういうこと？」など、情報

を知りたいという内容が多い。技能実習機構の場

合は、全ての技能実習生が持っている技能実習手

帳に相談センターについて記されていることから、

相談機関の存在が当事者に届き始めたと感じる。法

改正による影響は、日本人からの相談が圧倒的に増

えたことに現れている。ニュース等の報道を通じ

て、外国人が入ってくることや相談センターのこ

とを知った住民の意識化。その他、自治体関係者

（生活困窮者や女性など対人支援）から、外国人に

係る相談案件がセンターにつながってくるように

なった。

　都内では、外国人支援ネットワークが連携し

て長年、持ち回り式のリレー専門家相談会行って

きている。CINGA の実施状況からは、対面での相

談は減っている。2004 年の立ち上げの頃は毎回

40 ～ 50 件あったそうだが、2018 年 12 月は１

件であった。

困ったことが起きた時に聞く人がいないのだな

と感じる。昔は、相談会場まで行くしかなかったが、

今は、まずネット検索をするなど、自分たちで解決

できる時代になってきた。また、単身者が増えて

いることも相談件数の減少に影響しているだろう。

日本人も同様だが、家族を持つことで教育や生活

などで困ることも生じてくる。

ただ、最近の相談傾向は、「所得税と書いてある

が何のことか？」といったシンプルな内容が多く、

基礎的なことがわからない人は多い。とても簡単

なことでも、それを聞くことができる人が職場な

どに身近なところにいないのだろうということを

感じる。

先日は、「子どもを産むことにどれだけお金が必

要ですか？」という相談があったが、話を聞いてみ

ると、妊娠を理由に解雇されていた。そのような時、

入管庁の『生活・仕事のガイドブック』は有用で

あると知った。日本人にとっては当たり前の内容

だが、これの目次を相談者に見せると、「こういう

ことが知りたかった！」という方が多い。重要な

問題になる前に、「予防」が必要で、外国人が自分

を守るための知識が必要である。

今後何が大事になるか。地域日本語教室とワン

ストップセンターの連携が不可欠である。うまく

いっている相談センターでは、「困ったらワンス

トップへ」の周知を地域日本語教室に向けて丁寧

に進めたことがある。外国人本人というより、周

りにいる日本人に伝わった。今後作られていくの

であろう言語保障としての日本語や、まちづくり

としての地域の日本語には、企業も含めた外国人

が関わる機関の関係作りが必要。それが、豊かで

安全なセイフティネットにつながる。また、これ

までは「外国人支援」と捉えてきたところがあるが、

外国人だけを分けて考えることには限界がある。女

性、子ども、高齢者がいて、それぞれの人間として

のライフスタイルで生じる問題を抱える人の中に、

外国人がいるという視点を持った方が、より広が

りがでてくるだろう。
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報告②「東京における日本語学習支援」

梶村　勝利　　東京日本語ボランティア・ネットワーク　代表

東京日本語ボランティア・ネットワーク（TNVN）

は、25 年間、ボランティア教室のネットワーク活

動を続けている。TNVN で発行しているガイドに

は１９７団体を掲載しており、HP からは各ボラン

ティア教室に問い合わせができるようになってい

る。この 1 年間の問い合わせなど TNVN での調査

の結果から、都内の地域日本語ボランティア教室

の状況を報告する。

はじめに、外国人に係る東京都の取り組みにつ

いて。2016 年に「東京都多文化共生指針」が出

され、その施策目標のひとつに「日本人と外国人が

共に活躍できる環境の整備」がある。この展開例

として日本語学習支援の充実や地域活動やボラン

ティア等への参加促進が挙げられている。国では、

円滑な日本語でのコミュニケーションの充実とし

て、文化庁の 2019 年度予算に地域日本語教育の

総合的な体制づくり推進事業がある。

東京の日本語教室の状況。TNVN の HP には、

区部 165、市部 73 の教室を掲載している。実際

の問い合わせを紹介すると、「ネパール人の初心者

で、ひらがなカタカナが読める程度なのですがク

ラスの空きありますか？」、「Hello, I am Chinese, 

and I am not good at Japanese. I want to 

find a place to practice my spoken Japanese. 

If you could give me this chance, I will be so 

happy.」、「チュニジア人の主人が日本語がまった

く話せませんので、日本語教室を探していますが、

参加可能でしょうか。」、「ワーキングホリデービザ

で韓国から来ました。 来たくて来た日本ですが日

本語をほとんど話せないので苦労しています。 そ

れで会話中心の日本語をぜひ学びたいです。来週に

ある授業に参加できますか。」、「わたしの妻で最近

日本に移住したベトナム人なのですが今、日本語を

勉強しています。今のところ独学と私自身が教え

ていますが、なかなか難しい。また、出来れば同

じ学習をする友人を作って欲しいと思っています。

可能であれば、参加させていただきたいのですが、

お教室の内容や受講者数の定員などをお教え頂け

ましたら幸いです。」等、色々な問い合わせがある。

初心者でありながら、立派な日本語で問い合わせ

をしているが、翻訳機能が使われているようだ。

学習者は、口コミ、役所、インターネット、

TNVN ガイドを通じて学ぶ場を探している。ネッ

ト経由が増えており、TNVN の HP を介して、年

間で 1,555 件。地域では、新宿区、練馬区、渋谷

区が多い。相談者は、中国、韓国、ベトナムが多い。

立場は、家族のことが多い。「勉強したい」はもち

ろんだが、「参加したい」という言葉からは、コミュ

ニケーションを求めていることがわかる。また、ボ

ランティア側では、学習者の意欲の高さと同時に、

様々なレベルがあるために支援の難しさを感じて

いることがわかった。教室は、練馬区、足立区な

ど、区が力を入れているところに数が多い。運営は、

市民活動団体グループが一番多く、85％がボラン

ティア活動によるもの。受け入れは随時で、オープ

ンに行っているところがほとんどだが、一部は在住

や在勤の要件がある。教室は、ボランティアが 10

～ 30 人くらいの団体が多い。

ボランティア教室の抱える問題としては、60 ～

70 代のボランティアが多く、高齢化している。教

室は、入門・初級が多く、どう支援していくかは

ボランティア教室だけでは対応しきれない。資金

面では、学習者だけでなく、ボランティアも資金

を出しているケースもある。場所の確保も抽選に

なるなど課題がある。オリンピック後にボランティ
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[b]  Hello, I am Chinese,and I am not 
good at Japanese.  I want to find a place 
to practice my spoken Japanese. If you 
could give me this chance,I will be so 
happy.

6

アをどう生かしていくかは都の課題でもある。

今後は、文化庁の取り組みの中で都の自治体が 

地域の日本語学習支援活動の 実態を調査し、その

結果を反映してほしい。TNVN は行政と地域の日

本語教教室との コミュニケーションをとりながら、

東京で求められる形を話し合い、考えていきたい。
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報告③「企業側の外国人労働者の受け皿づくりは」

中山眞理子　　NPO法人多文化子ども自立支援センター　代表理事

世間一般で技能実習制度の悲惨な状況が伝えら

れているが、それは本当なのか。企業での技能実

習生への日本語研修の経験から、実態をお伝えし

たい。

技能実習制度では、現地で事前研修が 3 ～ 6 か

月間行われ、国同士の取り決めでは税金や国保等

の日本の諸制度について教えることになっている。

研修に係る経費は日本の企業が出していることも

そこで教えなければならないはずだが、それらが

完全になされていない場合が多く、多くの問題を

生んでいる。問題は日本側が研修内容について干

渉できないことにある。そこで、相手国の派遣機構・

研修組織が要求し相場でベトナム 150 万円、中国

120 万円と言われる額を実習生が払って借金を背

負っているということもある。そのことを実習生達

が知らないことが問題を起こす要因である。来日

後は協同組合等が受け入れ、1 か月間の事前研修後、

各企業に配属される。現地と日本国内のシステムが

統一されておらず、現地研修の内容等に課題もあ

るため、日本での受け入れ後の状況も様々である。

多文化子ども自立支援センターでは、３年前か

ら技能実習生を受け入れている会社（㈱トラバー

ス、千葉県市川市、測量業、社員約 1,000 人、

14 支社、ベトナムに現地法人あり）での日本語研

修を受託している。受け入れ企業のモデルケースと

して、2017 年には国交省から企業研修に対する

助成金を受けている会社である。同社では、実習生

に最低賃金を保障している。これは、特定技能に

義務付けられていることだが、実習生にも保障し

ている。その他、光熱水費も含めて社員寮無償など、

報道とは違った待遇である。

日本語研修は、約 20 人の実習生を 3 つのグルー

プに分け、3 人の講師で指導している（毎週日曜日

に 3 時間、年間 144 時間実施）。日本語のレベルは、

かなレベルから自国で 2 級を取得している者まで

バラバラで、19 ～ 38 歳、高卒～大卒の人がいる。

実習生は 1 回 1,000 円、費用負担がある。

トラバース社では、内規により 4 級を取得する

と、あと 2 年滞在できる。２級を取得すると、ベ

トナムホーチミン市の現地法人での正社員の途が

ある。賃金は日本人と同等の最低賃金からスタート

するが、N ５取得で 30 円、N4 で 50 円、N3 で

100 円、N2 で 150 円、N1 で 200 円と、日本

語能力検定の合格によって時給をアップする仕組

みがあり、社が支援して取得させる種々の国家試験

合格に対しても時給の上乗せで努力をひょうかす

る。研修は千葉で実施しているので、遠方の支社で

通えない実習生のために同社に特化した通信教育

システム構築が依頼され、開発して、実施中である。

技能実習制度の受け皿はどうあるべきか。報道

で目にするのは一方に利するものであり、まずは、

制度の悪用をなくしていくことが必要。次に、労働

者の労働意欲・学習意欲を支えるシステムの構築。

トラバース社で実践しているように、日本語力や

国家資格の取得によって時給が上がっていく仕組

みは、非常にやる気を起こさせる。3 番目に、双方

（個人個人、企業と従業員、２つの社会、２つの国）

がウィンウィンである関係の構築。4 番目に、関

連組織との綿密な連携と協働。現地での研修や派

遣組織、来日後のこと、協同組合等の連携、そして、

受け入れ後の日本語をはじめとした色々な支援が

必要だ。5 番目に、各地のボランティア教室への期

待。実習生に地域日本語支援グループの門戸を開く

こと、地方自治体や地域企業群と協働することで、

地域の生き残りや活性化につながる。受け入れ企業
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in Tokyo

の規模の大きさは必ずしも研修の充実につながる

ものではない。それを可能にするのは、東京を始め

地域の支援活動グループには苦労もあることを理

解しているが、ぜひ担い手になっていただきたい。

「共生」ではなく、「相互依存」、相互に依存しあっ

て助け合っていく拠点になっていただくとよいと

思う。
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〇質疑応答

Q：リレー式専門家相談会とは？Q：リレー式専門家相談会とは？

新居氏：都内の国際交流協会、自治体や NPO は、専門家によるワンストップの相談会を開催している。

各団体では年 1 回ずつ程度しか行えないが、日程を調整することで、相談の機会を効果的に生か

せるようにしている。都国際交流委員会の HP で、日程等多言語で案内している。予約不要だが、

通訳の手配上予約した方がよいだろう。

Q：ワンストップセンターのことを初めて聞いた。どのようなものか？Q：ワンストップセンターのことを初めて聞いた。どのようなものか？

新居氏：総合的対策に位置付けられ、2019 年度に始まった事業。都道府県、政令市、外国人数の多

いまちに 100 か所を作るとされている。未設置は東京都と沖縄県のみ。相談は無料で予約不要。

Q：ワンストップセンターについて素晴らしいと感じた点は？Q：ワンストップセンターについて素晴らしいと感じた点は？

新居氏：沢山あるが、地域によって在留資格等が異なるので、一般化できるものではなく、それぞれ

の状況に合わせて実施していることがよい。ベテランの相談員が多いところは安定感があってす

ごいと思う。

Q：具体的な相談事例のデーターベースはあるか？Q：具体的な相談事例のデーターベースはあるか？

新居氏：相談機関は入管から事例を配布されているが、公開されているかはわからない。

Q：日本語教室の学習者からの相談に、ボランティアとして気の重い場面もある。どこまで担ったらよQ：日本語教室の学習者からの相談に、ボランティアとして気の重い場面もある。どこまで担ったらよ

いのか？いのか？

新居氏：自分だけで受け止めることなく、国際交流協会等、その他の相談機関につないでほしい。在

留資格等細かいところは専門家しか対応できない。ボランティアは抱えないで、専門家へのつな

ぎ手になってほしい。その上で、つないだら終わりではなく、その後も解決に向けて、寄り添っ

てほしい。「聞いてもらう」は身近な人にしかできないこと。

Q：日本語ボランティアの不足への対応は？Q：日本語ボランティアの不足への対応は？

梶村：ボランティア募集には、行政中心／個別対応がある。講習会や養成講座を行う場合、現場を知っ

た方が講師になり、実体験を伝えることが大切。TNVN でも出前講習会を行っている。日本語教

師の資格においても、ボランティア教室への極短期の研修参加だけでは不十分で、一定期間長期に、

現場に触れることが大切。ボランティア教室側からも門戸開放をしていかなければならない。



-22-

Q：ボランティアになる資格は？Q：ボランティアになる資格は？

梶村氏：ほとんどの教室は資格要件を設けていないが、日本語教師養成 420 時間の講習受講を要件と

する教室もある。今後、地域における日本語コーディネーターがどう調整していくか。

Q：ボランティアの高齢化についてQ：ボランティアの高齢化について

梶村氏：働き方改革に伴い、年金が少なくなり、70 歳まで仕事をやりなさいという方向になっている。

現在、定年後にある程度の生活ができる方がボランティアをやっている事が多いので、定年が 70

歳になると定年の数が減ってしまう。将来外国の方が増えていく中で、地域におけるボランティ

アの在り方が問題になる。日本語教室とお茶等の一般の教室が同列に考えられているが、外国の

方にどういう居場所を作るか、外国人支援を考える中で、行政にはもっと力を入れて考えてもら

いたい。

Q：トラバース社での４８回の日本語研修、どのように実践しているのか？Q：トラバース社での４８回の日本語研修、どのように実践しているのか？

中山氏：グループ分けは、出身国や来日時期、人事異動などに応じて分ける。ほとんど個別対応。現

在は内規に応じて日本語能力試験合格に向けた内容を行っている。

Q：トラバース社の通信教育教材はどのようなものか？Q：トラバース社の通信教育教材はどのようなものか？

中山氏：グループ分けは、来日時期・人事異動などに応じて分ける。それぞれ能力が異なるのでほと

んど個別対応。現在は内規に応じて日本語能力試験合格に向けた内容を行っている。

Q：トラバース社の通信教育教材はどのようなものか？Q：トラバース社の通信教育教材はどのようなものか？

中山氏：必要な文法を教えて行くが、本文の会話等は会社の組織・上下関係等に応じ企業に特化した

ものにしている。練習、テストもありテストは採点しフィードバックを行う。

Q：地域ボランティアから外国人へのよいはたらきかけは？Q：地域ボランティアから外国人へのよいはたらきかけは？

中山氏：口コミが一番。教室から相談機能を持っているところにつなげる関係がよいのでは。

Q：日本語学校で教師をしているが、学習者は全員中国人で、日本人との交流が少なく困っている。Q：日本語学校で教師をしているが、学習者は全員中国人で、日本人との交流が少なく困っている。

中山氏：国際交流協会等のイベントへの参加はどうか。いずれはボランティアとして参加していけれ

ばよいのではないか。

Q：外国人の防災を担当しているが、個人情報保護法で外国人とのコンタクトが難しい。Q：外国人の防災を担当しているが、個人情報保護法で外国人とのコンタクトが難しい。

毛受氏：外国人の間では母語の SNS が活発。新宿区のまちづくり会議では、外国人のコミュニティの

中心となっているキーパーソンが会議のメンバーになっている。日本のこれまでの情報の出し方

ではなく、キーパーソンと相談しながらやっていくのがよい。

Q：外国人を増やしても、東京への人の流れを変えなければ地方の活力にならないのでは？Q：外国人を増やしても、東京への人の流れを変えなければ地方の活力にならないのでは？

毛受氏：東京も家賃の面など問題はある。技能実習生が来たら市長が歓迎会を開く等、地域全体で歓

迎していることを示すのがよい。労働力のために呼ばれているということは、相手にも見えている。

今日参加している皆さんのように関心を持つ方たちを増やしていくこと、また、企業にも関心を

持って支援をしてもらうことが必要。

Q：ジェンダーギャップ等人権意識の低い日本で、外国人への関心は難しいのでは？Q：ジェンダーギャップ等人権意識の低い日本で、外国人への関心は難しいのでは？

毛受氏：人権問題としての観点は勿論必要だが、外国人の活躍は、人権にかかわらず私たちの生活にとっ

て死活問題という視点は、一般に受け入れやすいと考えている。

Q：自治体で日本語教育推進計画を立てることになっているが、どのような意味を持つか？Q：自治体で日本語教育推進計画を立てることになっているが、どのような意味を持つか？

毛受氏：計画作成により交付金で予算化できる。文化庁の予算は増えている。５年、10 年で劇的に変

わっていくのでは。

Q：国家資格を持つ日本語教師とボランティアのすみ分けをどう考えるか？Q：国家資格を持つ日本語教師とボランティアのすみ分けをどう考えるか？
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毛受氏：違いは出てくるが、有資格者だけで解決できることではなく、地域日本語教室が必要である

ことは変わらない。日本語はできるが話す相手がいないということもある。

Q：国語教科書の長文が読めるが理解できない生徒もいる。教科書をやさしい日本語に変えることはでQ：国語教科書の長文が読めるが理解できない生徒もいる。教科書をやさしい日本語に変えることはで

きるか？きるか？

毛受氏：外国人が増えてやさしい日本語が増えることで、日本語が変わっていく転機にもなるかと言

語学者と話をしたことがある。企業がわかりやすい日本語を使うことで、その企業には優秀な外

国の人材が集まるかもしれない。

Q：入管局は今後どうしたらよいか？Q：入管局は今後どうしたらよいか？

毛受氏：現場の人がいる場に足を運び、声をくみ取り、学んでいくことが一番重要。
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B 分科会B 分科会

●テ　ー　マ：　在住外国人の医療・保健について ～通訳・相談・診療の現場から～●テ　ー　マ：　在住外国人の医療・保健について ～通訳・相談・診療の現場から～

近年、都内の外国人人口は急増しており、出入国管理法の改正などに伴って今

後さらに増えていくことが予想されます。そのような中で、在住外国人の医療・

保健に関する相談や問合せの件数も増加傾向にあります。

適切な治療のためには、患者と医療機関等による円滑なコミュニケーションが

不可欠です。言葉が通じないと、症状や診断が正確に伝わりません。また、患者

が持つ多様な文化的背景への配慮も必要です。

本分科会では「通訳」、「相談」、「診療」の視点から、在住外国人の医療・保健

をめぐる現状を確認し、それぞれの現場における課題を提示します。後半のパネ

ルディスカッションでは、全体的な課題を整理するとともに、支援に携わる様々

な主体の役割や連携の可能性について、考察を深めていきます。基調講演　：　

「人口激減時代と外国人受入れ新政策－日本は移民社会に向かうのか？」

●ファシリテーター：　高田 友佳子　 Our Foreign Neighbors We Care　代表●ファシリテーター：　高田 友佳子　 Our Foreign Neighbors We Care　代表

●登　壇　者　①：　●登　壇　者　①：　西村 明夫　　 RASC コミュニティ通訳支援センター　代表

●登　壇　者　②：●登　壇　者　②：※杉田 理恵　　 東村山市市民相談・交流課多文化共生相談員

●登　壇　者　③：　●登　壇　者　③：　阿部 裕　　　 四谷ゆいクリニック　院長

●登　壇　者　④：　●登　壇　者　④：　村田 陽次　　 東京都生活文化局都民生活部地域活動推進課

※当日諸事情により欠席。

●参 加 者 数　　４９名●参 加 者 数　　４９名

登壇者プロフィール

西村 明夫（にしむらあきお）　　ＲＡＳＣコミュニティ通訳支援センター　代表

神奈川県・医療関係団体・ＭＩＣかながわとの協働で医療通訳派遣システムを構築（2002 年）、その後（財）

自治体国際化協会の医療通訳ボランティア研修プログラムの開発に従事。現在、医療通訳システムに関す

る研修企画、アドバイス、調査研究を行っている。

著作等：『外国人診療ガイド』著（メジカルビュー社）、「医療通訳士に求められる共通基準」中村安秀・

南谷かおり編『医療通訳士という仕事』（大阪大学出版会）、『医療通訳学習テキスト』（創英社／三省堂書

店）ほか

学会：移民政策学会（企画委員）

委員等：（公財）自治体国際化協会（ＣＬＡＩＲ）地域国際化推進アドバイザー

阿部　裕（あべゆう）　　四谷ゆいクリニック　院長

1950 年群馬県生まれ。1990 年、スペイン留学から帰国してから日系ラテンアメリカ人の支援に取り

組んでいる。2006 年 3 月、四ツ谷に外国人を中心に診療する多文化クリニックを開設。多文化間精神
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医学会前理事長、日本外来精神医療学会福理事、日本精神衛生学会理事、（一社）多文化社会専門職機構

副代表、NPO 法人国際活動市民中心（CINGA）副代表。

著書に、『ドン・キホーテの夢』星和書店（1996 年）、『多民族化社会・日本』（共著）、『外国人相談の

基礎知識』（共編著）松柏社（2015 年）、『実践医療通訳』（共編著）松柏社（2015 年）、『あなたにも

できる外国人へのこころの支援』（共著）岩崎学術出版（2016 年）、『多文化精神医療－自然、風土、文化、

そして、こころ』ラグーナ出版（2019 年）などがある。

村田 陽次（むらたようじ）　　東京都生活文化局都民生活部地域活動推進課　課長代理

山口県宇部市生まれ。1999年東京都庁採用。これまで担当した業務は都立のチャレンジスクール（定時制・

単位制・総合学科高校）開設準備、美術館・博物館等の管理運営、首都圏のホール・劇場と実演芸術団体

によるネットワークの推進など。2018 年 4 月からは生活文化局都民生活部で共助社会づくり推進担当

として、多文化共生施策強化や共助社会づくりのための体制づくり、「やさしい日本語」推進などに取り

組んでいる。好きな飲み物はホッピー。

高田 友佳子（たかだゆかこ）　　Our Foreign Neighbors We Care　代表

東京都生まれ。米国で Master of Social Work を取得後、Licensed Social Worker として子供専門病

院で重度の精神疾患の子供達のカウンセリングとライフサポートに従事。帰国後は外国人相談や自治体の

多文化共生ボランティア事業の立ち上げに携わりつつ、在住外国人のライフサポートを目指して、2016

年 11 月に Our Foreign Neighbors We Care を設立。医療通訳関連のワークショップや在留外国人の

居場所作り、病院スタッフへの英語研修などの事業を展開しつつ、多文化共生コーディネーターとして在

住外国人のための多岐にわたる活動に関わっている。

NPO 法人　国際活動市民中心（CINGA）コーディネーター、（一社）多文化社会専門職機構

「東京都における在住外国人の現状」

村田 陽次 　東京都生活文化局都民生活部地域活動推進課　課長代理

◯ 都内外国人人口の急増◯ 都内外国人人口の急増

　最初に在住外国人の状況について概要をお話

しする。ここでは、外国籍を持っている方のこと

を「外国人」とする。外国にルーツを持っている

が、後に日本国籍を取得した方、元々日本国籍を

持っているが、海外で生まれ育ったという方は含

まれていない。

　都内の外国人人口は、この５年間で約 19 万

人増加し、今年 1 月 1 日現在で 57 万 8,000 人

だった。昨年 12 月に東京都が出した『「未来の

東京」戦略ビジョン』では、このままのペースだと、

2040 年には都内在住の外国人人口が 125 万人

に上ることが見込まれている。
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◯ 在住者の国籍と在留資格◯ 在住者の国籍と在留資格

外国人の国籍も多様化しており、国や地域の数

は 194 に及んでいる。近年は特にベトナムやネ

パールなどが増加している。在留資格別に見ると、

都内には専門的・技術分野や留学の資格を持つ人

が多い。傾向としては、永住者・家族滞在・日本

人の配偶者や定住者などの長期在住がより増えて

いく見込みである。

相談対応の現場から

（１）薦田 庸子 氏　　公益財団法人 武蔵野市国際交流協会　コーディネーター

武蔵野市国際交流協会では長年にわたり相談事

業を行っており、現在は 18 言語 50 名の方が語

学ボランティアとして協力してくださっている。

その中で最近多いのが、通訳者の派遣依頼である。

年間の依頼件数は例年 100 件ほどだが、今年度

はすでに 140 件に達している。市外に通訳者を

派遣することもあるが、医療通訳にはほとんど対

応できていない。医療現場では緊急性が高いもの

が多く、高度な専門性や責任問題のことも考える

と、なかなか手が出せない。現状では、外国人と

交流のある日本語教室の支援者や、「むさしのファ

ミリープログラム」（留学生向けのホームビジッ

ト）のホストファミリーなどが病院に付き添い、

通訳者としてではなく「何かお手伝いをする」と

いう形で対応をしている。ホストファミリーから

は「留学生の具合が悪くなったので、自分のかか

りつけの医者に連絡をして連れて行った。受付な

どの書類を書くお手伝いはしたが、診察室には同

行せず、診察室から出てきたときに励ましてあげ

た。」という報告も寄せられた。今後はそういっ

た場面でも医療通訳の力が発揮されるようになっ

てほしいと考えている。 
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（２）西尾 加朋 氏　（一社）OC Net （外国人とともに生きる大田市民ネットワーク）相談員

高田　友佳子　　Our Foreign Neighbors We Care　代表

私たちの団体は大田区内で 20 年以上にわた

り外国人の支援を行っており、医療通訳をする

こともある。

その中で、印象に残っている事例を一つ紹介

したい。その方は中国出身で、平日の午前中に

通院を希望していたが、対応できるボランティ

アが見つからず、外部の団体の方の協力を得て

通訳者を手配していたが、やがて本人の希望通

りに対応することが難しくなった。苦渋の決断

ではあったが、これ以上の支援を続けることが

難しいことを伝えたところ、その方は「私はも

う病院にも行けないということか。」と泣き出

してしまった。その後、中国人の互助的な組織

の方に通訳を頼んで病院に行くようになったそ

うだ。

普通に日本に住んでいれば、本来誰でも享受

できる医療を、ことばの橋渡し役がいないとい

う理由で享受できない。私たちはこの事実に大

きな壁を感じた。また、その方は、「指定難病

の医療助成費を受けたら、永住権を取ることが

できなくなる。」と思い込んでいた。いろいろ

な制限を受けながら生活をしている外国籍の人

自身が、こころに壁を作ってしまっていること

を、私たちは非常に重く受け止めた。なんとか

その壁を乗り越えられるように、私たちは努力

していく必要がある。 

杉田氏の資料にある「外国人相談事業からみ

る在住外国人の医療・保険の現状と課題」を見

ていただきたい。外国人患者は「日本に暮らし

ている在住外国人」（技能実習生や日本人の配

偶者など）、「医療目的で来日する外国人」、「観

光目的で来日し、その滞在中に病気やけがを

負って医療機関を受診する外国人」の 3 つに大

きく分類される。今回のフォーラムでは「日本

に暮らす在住外国人」に焦点をあてて議論を進

めていく。

同資料の中で、杉田氏は「外国人相談事例か

ら考えられる在住外国人の医療・保険に関し

ての解決策提起」を挙げている。一つ目に「医

療通訳に関する仕組みづくり」とあるが、やは

り「ことばの壁」は非常に大きい。けがをした

ときや具合が悪いとき、日本人であれば当たり

前に病院に行くが、そういうことができない人

たちのために「医療通訳」が必要なのではない

か。西尾氏から中国語通訳者の事例が紹介され

たが、患者や医療従事者が安心して頼める医療

通訳者が必要であり、そのための人材育成が必

要だ。

三つ目に「高収入ではない生活者」とある。
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医療目的で来日する人たちは、比較的お金に余

裕がある。医療通訳にかかる費用について、例

えば「１時間で 1 万円」と言われたとしても、

すぐに支払うことができる。しかし、日本で暮

らす外国人にとって、仮に医療通訳を「１時間

で 3,000 円」で利用できたとしても、継続医

療の場合は通院回数が重なり、通訳費用だけで

３〜 4 万円、それに加えて医療費がかかるため、

非常に大きな負担となる。この状況を改善する

ための議論も必要である。
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「医療通訳システムの概要」

西村　明夫　　RASC コミュニティ通訳支援センター　代表

これまでの話を受けて、東京都ではどのような

医療通訳システムが求められているのか、そして、

そのシステムを作るために必要なこと、あるいは

現実問題として、どのように作れるのか、といっ

たことを考えるための材料を提供したい。

◯ 医療にとってことばの意味◯ 医療にとってことばの意味

医師は患者に対して正しい診断を行い、最適な

治療をしたいと考えている。例えば、母国でもらっ

た薬などの服用状況を確認できないと、手戻りが

生じ、治療が違う方向に行ってしまう恐れがある。

検査技師は、検査前に患者がきちんと絶食してい

るかどうかを確認しなければならない。もし朝食

を摂っていたらその日は検査ができず、翌日以降

に流れてしまう。CT や MRI の検査時には、「20

分間じっとしていてください、指先も動かさない

でください。」とことばで説明する。それができ

なければ、良い画像は得られない。病棟の看護師

などは、患者が安心して前向きになれるように、

いろいろなケアを行うが、ことばが通じないと声

がけの回数が自然と減ってしまう。

患者や家族にとっても、ことばの持つ意味は大

きい。インフォームド・コンセントが発達してい

る国の人は、自分の病気のことをきちんと知らせ

てほしいと願っている。ことばが通じないと「日

本の医療は違う、話してくれない、通じない。」

と感じてしまい、なかなか前向きになれない。ま

た、家族が患者のために支援をしたいと思っても、

医師側とことばのやりとりができないと、サポー

トもできない。

◯ ことばの違いを乗り越える方法◯ ことばの違いを乗り越える方法

ことばの違いを乗り越える方法として、まず、

医療従事者自身が通訳をするという方法がある

が、現実は担当業務だけで手いっぱいであり、限

られた人数の中で持ち場を離れることも難しい。

次に、多言語問診票などの翻訳ペーパーを活用す

るという方法もある。定型的な内容のものには活

用できるかもしれないが、実際の患者が抱える状

況は様々であり、症状や重篤度、治療方針も人に

よって違うため、全てに対応できるわけではない。

そもそも、外国人患者の数が極めて少ない診療科

や病院では、その保管場所が忘れられてしまい、

取り出すまでに時間がかかってしまう。また、最

近は、音声翻訳の機器や翻訳アプリなども発達し

てきている。英語や中国語などは訳例も豊富で、

精度もかなり上がってきているが、それ以外の言

語になると誤訳も非常に多い。これらの機器は明

瞭な音声で入力しなければ翻訳できない。正確性

に難があり、間違ってしまうことによるリスクも

高い。そうなるとやはり医療通訳が求められる。

◯ 医療通訳とは・・◯ 医療通訳とは・・

医療通訳とは、医療現場における医療従事者と

患者やその家族の、異なる言語間の橋渡しのこと

である。「異なる言語間の橋渡し」とは、一言語

間ではなく、違う言語のやりとりであるという点

がポイントだ。医療現場は、同じ患者でも時々刻々

と状況が変わる。診察室に一度入ると業務から逃

がれられず、通訳者の居場所が十分にあるとも限

らない。ビジネスの現場では、対等な関係性が保

持されるが、医療の場合、通訳の利用者は患者と

医療従事者であり、その立場の差は歴然としてい

る。また、より丁寧で正確な通訳が求められる。

「痛くない」と「あまり痛くない」は同じ意味で
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はない。診断とことばの関係も考慮しなければな

らない。医師は主訴（症状の訴え）を聞いてから、

「この病気は何だろう。」と考え始める。主訴の聞

き取りが不十分だと、必要な検査数が増えてしま

う。医師は本人だけでなく家族の病歴も聞きなが

ら、重病の可能性から順に打ち消し、疑われる病

気の範囲を絞り込む。その上で検査を実施し、最

終的な診断をする。

◯ 医療通訳のリスク◯ 医療通訳のリスク

医療通訳トレーニングを受けないと、短期記憶

のスキルやノートテーキングの技術が身につかな

い。医療用語知識の不足や患者からの依存という

面でもリスクがある。例えば、患者に通訳者が自

身の連絡先を教えてしまうと、時間に関係なくい

ろいろな相談を持ちかけられるようになってしま

うこともある。重い症状や予後が悪いときには、

通訳者自身も気持ちが沈み、引きずってしまう。

患者の子どもが通訳をするケースも多いが、子ど

もは学校を休むことになる。子どもは日常の中で

外国籍であることを理由に偏見や差別を経験し、

ストレスを感じているかもしれない。そこに通訳

者としてのストレスが加わる。重病宣告の場面で

は病気が治らないかもしれないということを、子

どもの口から愛する家族に伝えることになり、心

の負担は厳しいものがある。

◯ 医療現場の受入姿勢◯ 医療現場の受入姿勢

医療従事者側は医療通訳に慣れていない。通訳

者は「ゆっくり、短く切って話してほしい」と思

うが、なかなか希望どおりには進まない。また、

医療通訳者の地位や身分が確立されていないた

め、通訳者は患者の身の回りの世話をする人とし

て扱われ、雑用を頼まれてしまうこともある。

　病院側にも経営上の心配がある。診療費の未

払いや待ち時間の長時間化などが挙げられる。通

訳が必要となる場合、診察時間は通常の２倍かか

るので敬遠される場合がある。通訳が入らない方

がもっと時間がかかるのではないかと思うが。医

療機関は診療報酬で経営を維持している中で、診

療報酬の点数は診察にかかった時間ではなく、行

われた処置に対して付与される。そのため短い時

間でより多くの患者を診察すれば利益につなが

る。また、通訳が入ることによって医療現場が混

乱してしまう可能性もある。

◯ 医療通訳システムの分類◯ 医療通訳システムの分類

医療通訳システムの形態は大きく 4 つに分類

できる。一つは医療機関が通訳者を雇用する形態。

決められた日に特定言語の通訳者が待機し、患者

も安心して通院することができる。院内に通訳者

がいれば、診療各科にも医療通訳が認知され、利

用機会も増え、要請に応じてすぐに現場に駆けつ

けることも可能となる。しかし、雇用には費用が

かかるため、対応言語数は限定的になってしまう。

また、病院そのものには通訳ノウハウがないので、

通訳者のレベル確認ができない。

二つ目は医療機関におけるボランティア通訳者

の登録制度の形態である。登録を呼びかけていろ

いろな言語の人を集めることができる。しかし、

病院が通訳者のレベルを確認することはできな

い。救急対応も困難である。

三つ目は電話・タブレットによる通訳の形態

である。多言語対応が可能となり、通訳者の移動

時間も不要である。しかし、アクセス手続きや機

器の操作が面倒である。また、対面通訳では、寄

り添ってもらえるような安心感を患者は得られる

が、電話・タブレットによる通訳では難しい。タ

ブレット等の機器を導入する医療機関側から契約

先の通訳者のレベルを確認することはできない。

四つ目の通訳者派遣システムの場合は、比較的

多くの言語に対応することができる。注目すべき

は、派遣システムの中で、通訳者を育成すること

ができるという点である。しかし、通訳料と事務

局運営費のための財源確保が課題である。また、

通訳者の移動時間も考慮に入れなければならず、

救急対応も困難である。

これらの分類を踏まえて、東京都ではどのよう

なシステムが求められるのかを考えていただきた

い。
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◯ 医療通訳システムの稼働地域◯ 医療通訳システムの稼働地域

全国で医療通訳システムがどの程度稼働してい

るか。現在、NPO や自治体、国際交流協会など

は「派遣」という形で医療通訳システムを稼働さ

せている。一覧を見ると、政令指定都市やそれら

を抱える県などが目立つ。その一方で、財政力の

弱い小さな自治体もそれなりに頑張って取り組ん

でいる。

◯ 外国人患者受入れ病院の現状◯ 外国人患者受入れ病院の現状

外国人患者受入れ病院の状況は、厚生労働省が

補助金を出す医療通訳拠点病院、JMIP（外国人

患者受入れ医療期間認証制度）の認証病院、従来

から医療通訳スタッフを配置している病院などが

あるが、全国的にはそれほど数が多いわけではな

い。地図上に点在している状態で、面にはなって

いない。東京都の状況を見ても、総人口 1,400

万人のうち外国人が 4% という状況の中で、そ

の数は決して多いとは言えない。

◯ 医療通訳システムづくりのポイント◯ 医療通訳システムづくりのポイント

大きなポイントは四つある。一つ目は「医療通

訳研修・選考の実施」である。通訳者のレベルを

確認しながら人材を確保するためには不可欠であ

る。二つ目は「研修修了者（選考合格者）の育成」

である。研修をして終わりではなく、その後の育

成が大切である。三つ目は「一般病院の通訳者受

け入れ理解」である。医療機関において医療通訳

はまだまだ認知されていない。大きな拠点病院と

いうよりは、一般病院に受入れの理解を示しても

らえるように取り組む必要がある。四つ目は「財

源の確保」である。日本語が話せないことを自己

責任とする考え方が一般的であるため、患者は自

分で通訳者を連れて来ることを求められ、その費

用を負担しなければならないのが現状である。そ

れで適切な医療を実施することができるのだろう

か。通訳費用を気にして患者が初期医療にかかる

ことをためらうと、その間に病状が進行してしま

い、重症化してから病院に来ることになる。早期

の治療ができないことで医療機関側も困ってしま

う。また、症状が重くなってしまうと医療費も嵩

んでしまう。最も辛い思いをするのは患者である。

「医療通訳研修・選考」のポイントは三つある。

きちんとしたプログラムやカリキュラムがあるこ

と、きちんとした講師がいること、きちんとした

教科書があることである。さらに会場が確保され

ればより望ましい。学校教育においても、学習指

導要領があり、資格を持つ教諭がいて、検定教科

書がある。学校には施設基準もある。研修時間は

トータルで 20 時間程度がよい。これ以上長くな

ると参加できる人が少なくなり、言語の種類も絞

られてしまう。また、お金もかさんでくる。まず

は 20 時間程度を土台として、その後の育成期間

の中で人材を育てていくという考え方である。教

科書としては、我々が作成した『医療通訳学習テ

キスト』が使われていることが多い。テキストが

あれば研修だけでなく自己学習にも使える。研修

の中ではロールプレイを行う模擬通訳トレーニン

グが不可欠である。

研修修了者（選考合格者）の育成にも様々な取

り組みが必要である。資格試験に合格した翌日か

ら、すぐに一人前として働けるわけではない。最

初はインターンシステムの中で難易度の低い通訳

から経験を積んでいく。たとえば、慢性疾患の通

院ケースから始めて、医療方針の説明、重病系の

ケース、手術前説明などの難易度の高いものへと

経験を積みながらステップアップしていく。言語

別のフォローアップ研修や、座学内容の復習も必

要である。

病院側は、外国人患者が増えることによる診察

の停滞、日本人患者の減少、治療費未払いの増加

などを懸念している。また、通訳者の派遣要請に

かかる費用、通訳者のレベルに対する不安と医療

過誤リスクなども、通訳者の受け入れを阻む一因

となっている。受け入れ理解のステップを考えて

いかなければならない。

財源の確保も大きな課題である。少数言語の場

合は、通訳者自身も就労しているため、安価なボ

ランティア価格で対応を求めるのは困難である。

専門職の価格としては、2 時間で１万円程度は用

意する必要がある。派遣調整事務人件費というの

は、難易度が低いものから難しいものまで、それ
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Cots

ぞれの通訳者に見合った案件をマッチングする

コーディネーターの雇用にかかる費用のことであ

る。年間 100 件以下の場合であれば兼務できる

かもしれないが、それ以上になると専任の人材を

雇用する必要がある。事務局の運営費用もかかる。

◯ 医療通訳の好循環をめざそう◯ 医療通訳の好循環をめざそう

医療機関が通訳者に適正な通訳料を支払うよう

にしてほしい。通訳者はその中から適正な受講料

を払って研修を受講する。研修実施機関は受講料

収入から講師のレベルアップや教材の開発に取り

組む。それが通訳者のレベルアップにつながり、

さらに外国人患者の安全・安心にもつながる。通

訳者の社会的評価も上がり、医療機関もそれに見

合った通訳料を支払うという循環ができること

で、より良い通訳を実施できるようになる。ぜひ

皆さんで、東京都の医療通訳システムを作ってい

ただきたい。
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「外国人こころの医療－診療現場から」

阿部　裕　　四谷ゆいクリニック　院長

◯外国人が抱えるこころのストレス◯外国人が抱えるこころのストレス

私のクリニックには、こころの問題を抱える患

者が来るが、身体合併症と思われるケースも多く、

全体の約 10% にその症状が見られる。身体的な

問題と精神的なものは密接に関わっている。

「多文化ストレス」には様々なものがある。職

場でのトラブルも多い。上司とのコミュニケー

ションが上手くいかないという話も聞く。親子間

の問題には、子どもは日本語ができるが、親はで

きないという状況も見られる。学校における子ど

もの悩みも、現在大きな問題になっている。親が

日本語ができないと、なかなか解決できない。発

達障害の問題もある。

来日当初は見るもの全てが新鮮に思えるが、だ

んだん日本に嫌気がさしてくるようになる。カル

チャーショックである。身体的な症状は、心身症

やうつなどの症状として見られることもある。他

の診療科で異常が見られず、精神科の診察を受け

るというケースが多い。

◯ 多文化クリニック◯ 多文化クリニック

私のクリニックは 2006 年に診療を開始した。

2018 年 2 月までの 12 年間で、外国人初診患

者数は 1,523 人、平均すると年間約 120 人で

あった。しかし、ここ 2 年間は患者数が急増し、

年間で 250 人ほどの患者が来院している。労働

者と留学生が急激に増えたことがその背景にあ

る。

一番の課題は外国語での対応である。医師だ

けが外国語を話せても意味がない。例えば、診察

の翌日に薬の副作用に関する相談が寄せられたと

き、事務スタッフが電話で対応しなければならな

い。医療通訳は患者の通院時だけに生じるもので

はない。そういったところまで考えて、医療通訳

は必要である。

現在、クリニックでは医師をはじめ看護師や臨

床心理士・心理士、事務スタッフも外国語で対応

できる体制が整えられている。英語とスペイン語

については、いつでも対応可能である。ボルトガ
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ル語、中国語、韓国語、フランス語についても、

所定の曜日に対応できるようになっている。それ

以外の言語については、初回の診察だけは医療通

訳者を派遣してもらう。精神科では初診に 1 時

間ほどかかる。ネパール語やベトナム語の通訳者

に来てもらうことが多い。２回目以降はテレビ電

話による通訳システムを使う。英語、スペイン語、

ポルトガル語、中国語、ベトナム語、韓国語につ

いては、パソコンのスイッチを入れるだけで 24

時間いつでも利用できる。その他にも、電話通訳

で 19 言語に対応している。通訳利用にかかる費

用は高く、小さい規模の医療機関には大きな負担

となる。医療は時間をかければかけるほど、真面

目に患者を治療すればするほど利益が減ってしま

う。

最近は知人・友人からの情報で来院するケース

が多いが、様々なルートの紹介で来院に至ってい

る。ホームページを見て来る人も多い。１２年間

における患者の国籍を見ると、ペルー、コロンビ

アなどのスペイン語圏が多い。次にブラジルなど

のポルトガル語圏、アメリカ、韓国、中国、ミャ

ンマーが続く。この２年分のデータを加えると、

英語圏の数が一気に増えてくることが予想され

る。都外から来院する患者もいる。疾患別に見る

と、うつ病の患者が最も多く、誘因として「多文化」

と「家族」が重なっているケースも多い。職場に

おける対人関係、些細な事件や事故によるものも

見られる。実際には、遠方からの通院に費用がか

かってしまう、家族のサポートが少ないといった

理由から、治療がなかなか継続せず、途中で終わっ

てしまうことも多い。

◯ 多文化共生社会の構築に向けて◯ 多文化共生社会の構築に向けて

医療通訳をするにしても、我々はこの社会で外

国人と共に暮らしているということを認識してい

なければならない。そのためには、情報、言語、

コミュニケーションの問題や自己効力感、他者と

のつながり感、地域の中で助け合える力を持つこ

とが大切であり、それがネットワークの構築・活

用やレジリエンスの強化につながっていく。ダイ

バーシティの価値を認めながら、アンチスティグ

マの問題をきちんと考えることも必要である。
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パネルディスカッション

質問１：東京都ではどのような対応をしているか。「やさしい日本語」を医療従事者に広めることも大質問１：東京都ではどのような対応をしているか。「やさしい日本語」を医療従事者に広めることも大

切ではないか。切ではないか。

村田 氏

　東京都では、大きな柱の一つとして福祉保健局が「ひまわり」などの外国人向けの医療情報提供サー

ビスを実施している。また、医療機関に対する支援も行っている。JMIP の取得補助、問診票やホームペー

ジの多言語化、病院として医療通訳者を育成する場合の経費補助や、救急医療向けの通訳サービスなど

がある。支援対象は、一定規模以上の拠点的な病院や救急医療などが中心である。点としての支援は行

われているが、面としての支援にまではなっていない。

　オリンピックの開催を控えているため、在住外国人よりも来訪、インバウンド対応のウエイトが重く

なっている。医療政策としては、在住外国人が初期診療を目的に一般病院に通院するための支援がまだ

十分ではなく、生活文化局が取り組む多文化共生分野の視点で言えば、コミュニティ通訳が医療とつな

がっていない現状にある。

　東京都自身も都立病院を運営している。規模の大きい病院が多く、全病院に映像通訳タブレットや翻

訳機などが導入され、外国人患者や救急患者が多い広尾病院などには医療コーディネーターや医療通訳

者が配置されている。職員向けの語学研修や異文化理解研修も実施されているが、少数言語対応などの

課題もある。病院側への意識づけや、通訳を利用する前に、いかに日本語でやさしく伝えるかという視

点も重要である。診察室の中だけではなく、受付や各種案内などにおいても「やさしい日本語」が役に

立つのではないか。

　都域全体で非英語圏の在住外国人が増えていることを考えると、英語、中国語、韓国語だけでは、コミュ

ニケーションに支障が出てしまうため、東京都では今年度から本格的に「やさしい日本語」の取組を開

始し、区市町村等を対象に研修を行っている。今後様々な分野において「やさしい日本語」の活用を進

めたいが、外国人の困りごとの上位に必ず出てくるのが医療である。医療政策を担当しているところに

も今後働きかけをしていきたい。

質問２：医療通訳体制の整備について、診療報酬改定の議論などはあるのか。また、各診療科目の専質問２：医療通訳体制の整備について、診療報酬改定の議論などはあるのか。また、各診療科目の専

門用語について、通訳者はどのように勉強をしているか。養成講座などでフォローアップが門用語について、通訳者はどのように勉強をしているか。養成講座などでフォローアップが

行われているのか。行われているのか。

西村 氏

　おそらく厚生労働省の中央社会保険医療協議会が決めていくものと思われるが、これまでのところ診

療報酬改定の議論はないようだ。厚生労働省の立場としては、診療報酬点数に医療通訳は含まれない。

最近出た医療機関向けマニュアルの中にも、通訳費用は患者負担とすることができるという内容の記述

が見られる。この議論も元々は保険の話からきている。日本の場合は医療費の３割が自己負担である。

通訳費用にも患者負担分が生じてしまう点が課題となる。さらに原理的には、保険は大数の原理に基づ

いており、自分もいつか医療を受けることになるかもしれないと思うから皆保険料を支払っているので

ある。日本人がいずれ外国語しか話せなくなるということは起こりえない。原理原則を考える人もいる

ため、保険のシステムに組み込むのは難しい。

　各診療科目の専門用語を扱う研修を実施しているところもあるが、東京都の場合は、これから仕組み

を考える段階にあり、研修や養成講座はまだ行われていない。民間組織や団体等が実施しているのが現

状だ。『医療通訳学習テキスト』を使って自分で勉強することもできる。このテキストには医療用語が

６言語で 1,000 単語ほど掲載されている。
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質問３：「日本では治療費がどのくらいかかるかわからない。」、「自国では薬局で買える薬でも、日本質問３：「日本では治療費がどのくらいかかるかわからない。」、「自国では薬局で買える薬でも、日本

では処方箋がないと買えない。」、「日本の病院での診療の流れがわからないので、なかなか病では処方箋がないと買えない。」、「日本の病院での診療の流れがわからないので、なかなか病

院に行けない。」といった声をよく聞くが、何か良い解決策はないか。また、精神科の診療現院に行けない。」といった声をよく聞くが、何か良い解決策はないか。また、精神科の診療現

場では今後どのような人材が求められるのか。場では今後どのような人材が求められるのか。

阿部 氏

　日本と外国の医療システムには違う点もある。医療通訳者として、日本の医療システムや精神科のシ

ステムなどの基本的なところは学んでおく必要がある。また、処方箋なしで抗うつ剤や抗生物質が買え

てしまう国もある。日本では処方箋がないと買えない。その違いについて、患者にきちんと説明をしな

ければならない。日本の医療費は３割負担、精神科の場合は自立支援医療の扱いとなり１割負担である。

海外で買い求めるよりも安く手に入ることから、長期間日本を離れる前に、まとまった量の薬を処方し

てもらう人もいる。日本の場合、原則３か月分までは薬を処方することができるが、抗不安薬や睡眠薬

などは１か月分までと決められている。そのような薬に関する決まりについても理解しておく必要があ

る。

　先ほどから「ことばの壁」と言っているが、「こころの壁」もある。精神科に限らず、どの診療科に

おいても、患者や医師との信頼関係ができているかどうかで、通訳の内容が同じだとしてもその通じ方

が違ってくる。精神科の場合は、患者が自分で自身の状態を医師に伝えることができない。通訳者は患

者のこころの状態に配慮しながら、「こころの通訳」をしなければならない。その人が持っている感情

やこころを伝える必要がある。医師が話したいこと、医師のこころをどうやって患者に伝えるかという

のも考える必要がある。

高田 氏

　医療通訳と一言で言っても、実際には病院の診察室でただ通訳をすればいいというわけではない。国

による医療システムや薬の違いなど、様々なことに気を配らなければならない。外国人に十分な医療サー

ビスを提供するために、医療通訳はどのようにあるべきか。人材育成はどのようにしたら良いのか。

西村氏

　「通訳者」と「支援者」を混同しがちである。医療現場では「通訳者」寄りの立場になるが、学校現場では、

子どもや教師との関係の中で、その他の業務も増えてくるようだ。通訳者が「支援者」寄りの立場で、

いろいろなことをやったほうが良いのかどうかを、東京都でもぜひ議論していただきたい。

　2010 年に神奈川と京都の医療通訳者で合同協議会を作り、医療通訳共通基準を作成した。これは医

療通訳の学習すべき項目を検討したもので、人材育成はこの基準に則って行うとよい。大きな柱として

①知識編（医療、費用、多文化などに関する知識）、②通訳技術（短期記憶など）、③ソーシャルワーク理論、

④倫理（やるべきこと・やってはいけないこと、守秘義務など）が挙げられる。先ほど紹介したテキス

トは、この共通基準をもとに作られた。協議会のメンバーはこれまでに何百件もの通訳をこなした経験

のある通訳者で、当時で既に神奈川では累計で 1 万件以上、京都でも何千件という規模の活動実績があっ

た。これらの豊富な経験がベースになっている。厚生労働省のホームページに掲載されている「医療通

訳カリキュラム基準」は、この共通基準を発展させた形で作られたものである。

高田 氏

　言語の分け方として「英語、中国語、それ以外の言語」のように表現されることが多いが、東京都のデー

タを見ると、そこまで英語や中国語が多いというわけではない。少数言語の通訳者の中には、その言語

のネイティブで日本語ができるという方たちもたくさんいるが、その言語ができるからという理由だけ
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で、通訳の専門的な訓練を受けないまま、医療現場で患者に付き添い通訳をしているケースも多い。「何

を学んだらいいかわからない」という声もある。医療従事者側から見た場合、どのような医療通訳者が

求められるのか。

阿部 氏

　一般的に「医療通訳者は中立であれ」と言われているが、状況によって、必ずしも中立である必要は

ないと私は思っている。患者と医者の双方が言いたいことをきちんと伝えられる状況であれば、中立で

あって良いと思うが、患者が自分で症状を伝えられないときなどは、患者寄りのポジションでサポート

をしても良いのではないか。特にこころの医療通訳の場合は、患者との信頼関係ができていないと、診

察室に入っても患者は何も喋らない。基本的には中立であっても、柔軟な対応のできる医療通訳者が必

要である。倫理の問題、プライバシーを厳守することも大切である。小さなコミュニティでは、患者と

通訳者が知り合いというケースもある。その患者の治療に関して、医療現場以外の場所では一切話して

はならない。がんや HIV の告知のように深刻なケースの場合には、通訳者も動揺してしまう。病名告知

は大変なことである。もし可能であれば、予め医師と通訳者が連絡を取り、告知の仕方などを話し合っ

ておくなどの体制を作ったうえで、患者への告知に臨むことが必要である。

高田 氏

　医師が使う日本語自体が難しすぎてわからない、訳しづらいということもある。通訳者側から医師に

対して、わかりやすいことばを使うように言っても問題はないだろうか。また、医師会などの中で、わ

かりやすいことばを推進するような動きはあるのか。

阿部 氏

　それは医師が外国人の診療に慣れていないということである。医師の方からわかりやすく話すように

心がけることが必要だ。ことばが難しいと感じるときは、わかりやすく話してほしいと医師に伝えて構

わない。医師会ではわかりやすいことばを推進するような動きは今のところ見られない。外国人支援の

観点から呼びかけを行うことはあるが、対応の具体的な内容までは触れられていないのが現状だ。

高田 氏

　保健の分野にも同じことが言えるのではないか。たとえば、新型コロナウイルスについても、東京都

の取組はどうなっているのか。

村田 氏

　現状、在住外国人が実際に目にするようなメディアに、わかりやすい日本語や多言語で書かれた情報

は掲載されていない。東京都では、区市町村や国際交流協会に直接ステートメントを渡して説明してい

るが、今回初めて試みていることなので、時間がかかっている。今回の新型コロナウイルスに限らず、

今後同じようなことが起きた場合に備えて、在住外国人向けの情報提供をよりスムーズに行うための

ルートを作る必要がある。

高田 氏

　医療通訳者の質の担保については、学会や各種財団、協会が認定試験を行っているのが現状で、国家

資格ではない。今後、資格試験等によって認定されていない人は、医療通訳ができなくなるのだろうか。

既に現場での通訳経験があるのに、認定試験を受けなければならないということが起こるのか。
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西村 氏

　国際臨床医学会が「医療通訳士認定試験」を実施している。認定試験に合格すればすぐにプロになれる、

医療通訳者としての仕事が回ってくると誤解してしまう人が出てくるおそれもある。そのためにも、認

定するだけではなく、「育成」のシステムが内蔵されていることが大切である。そして、「英語認証」の

ように頭に言語名をつけるなどして、通訳者としての認証範囲をそれぞれの言語に限定すべきである。

　少数言語の場合は、通訳者が「いないよりまし」論もある。通訳者のレベルチェックはできないが、

その言語を喋れる人がいた方が良いのか、それともそういう人は派遣しない方が良いのか。東京都のシ

ステムを考えるとき、この点についても早い段階から考えておく必要がある。山間地域などで起こりう

るのは、その言語を話せる人が一人しかいない、その人はコミュニティ通訳の経験はあるが医療通訳は

やったことがないというケースである。医療通訳をするために資格や検定試験が必要ということになれ

ば、窮地に陥ってしまう患者も出てくる。全く日本語が話せない患者と病院側のコミュニケーションを

どのように確保するのか。これは非常に重要な議論である。

阿部 氏

　患者の伝えたいことを汲み取ろうとする医師であれば、完璧な通訳でなくても良いのではないか。私

も通訳の質に不安を覚えたことがあったが、通訳がないよりはあった方が良いと私は思っている。一方、

理解のない医師であれば、かえってマイナスになるのではないかと思う。最終的に誤診した場合、それ

は医師の責任である。医療通訳は医療の保険の枠内で入ってくるので、医療機関側の責任になるだろう。

高田 氏

　今までの議論の中で、ポイントとなる点が二つあった。一つは医療従事者側の教育が必要であるとい

うこと。患者とのコミュニケーションの中で、相手にわかることばで伝えていくことの大切さを理解し

ておかなければならない。もう一つは医療通訳者側の質を担保するための教育も非常に重要であるとい

うこと。ことばだけではなく、患者に寄り添い、安心を届けられるようなコミュニケーションをサポー

トでき、それなりに知識のある通訳者が望ましい。医療従事者側としても、自分が言ったことが本当に

伝わっているのかどうか非常に不安である。患者と医療従事者の双方から見て、安心して通訳を頼める

通訳者が多く育ってほしい。

村田 氏

　東京都は、現在多文化共生施策の拡充を進めつつあり、たとえば外国人相談についても、昨年度のこ

のフォーラムの分科会で取り上げたが、その議論をきっかけとして事業を拡大していく予定である。新

しい窓口を設置し、都内にある各外国人相談窓口との連携を進めていくような仕組みを立ち上げたいと

考えている。これからますます増えていく在住外国人を、医療面に限らず支えていくための体制を作る

のは、東京都の役割であるが、皆さんの協力なしにはできない。本日のこの場をキックオフの機会として、

これからぜひご協力をいただきたい。

高田 氏

　医療通訳のシステムを作るために、今後多くの議論を重ねていかなればならない。東京都の状況やニー

ズに合った仕組みが作られていけば、予算化にもつながる。本日来場された皆さんにもいろいろなお知

恵をいただきながら継続的に議論をしつつ、「東京システム」のようなものを築いていけると良い。
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C 分科会C 分科会

●テ　ー　マ：　災害時の「やさしい日本語」、どう“まち”に根付かせるか？●テ　ー　マ：　災害時の「やさしい日本語」、どう“まち”に根付かせるか？

災害発生時に自治体などから発信される日本語の情報は、日本人でも普段は使

わない特殊な単語が頻出し、必要な情報が十分に伝わらない場合が多い。災害時

に外国人が情報弱者にならないよう、外国人が理解できる「やさしい日本語」の

研究や実践が自治体や NPO 法人などの分野で広がっているが、まだまだ“まち”

に根付いているとはいえない状況である。

本分科会では、まず基調講演で災害時の「やさしい日本語」の現状にスポット

を当て、全体の課題や問題点を概観する。そのあと 3 人のパネリストのうち、日

本人の登壇者から、日ごろの取り組みについて報告後、2 人の外国人パネリスト

に日常や災害時に経験した日本語などについて感想を述べてもらい、全パネリス

トで今後どのようにしたら「やさしい日本語」を根付かせることができるか議論

する。併せて、会場との意見交換を行う。基調講演　：　「人口激減時代と外国

人受入れ新政策－日本は移民社会に向かうのか？」

●基調講演・ファシリテーター：庵　功雄 一橋大学　教授●基調講演・ファシリテーター：庵　功雄 一橋大学　教授

パ ネ リ ス ト ①　：パ ネ リ ス ト ①　：田島　亮子 公益財団法人栃木県国際交流協会

パ ネ リ ス ト ②　：パ ネ リ ス ト ②　：アレクサンドラ・シュワルツ 中央大学　ドイツ語講師

パ ネ リ ス ト ③　：パ ネ リ ス ト ③　：岡本　麗 豊実株式会社　代表取締役

●参 加 者 　　７１名●参 加 者 　　７１名

基調講演

庵　功雄　　一橋大学　教授
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１．はじめに—外国人が増えてきているという事実—１．はじめに—外国人が増えてきているという事実—

どれくらいの外国人が日本にいるか、一番多いのは東京で 18 人に一人。すでに都市部でも地方でも

外国人抜きでは経済活動が成り立たなくなってきている。外国人の受入れは不可避である。

２．「やさしい日本語」という取り組み２．「やさしい日本語」という取り組み

外国人を受け入れる際の色々な問題がある。その中でも「ことば（日本語）」の観点からこの問題を

考えると、その中心的な役割を担うのが「やさしい日本語」という概念である。基本的には日本語に何

らかの意味での制限を加えるということ。これは日本語話者向けでもあり、外国人向けでもある。

３．「やさしい日本語」前史３．「やさしい日本語」前史

日本語母語話者向け対策は明治の初め頃からある。福沢諭吉も明治の初めに、「難しい漢字、言葉を

使うために、江戸時代は知識というものが一部の学者に独占されることになったが、そういうことはよ

くない。従って、難しい言葉を使うな」ということを言っている。明治時代には漢字自体を使わない方

がいいということで、全部ローマ字で書くとか、仮名で書くという言語運動が起こり、今でもそういう

運動が続いている。

3.1　減災のための「やさしい日本語」3.1　減災のための「やさしい日本語」

現代の「やさしい日本語」は、25 年前の阪神淡路大震災の時の経験から生まれたものである。

復興の過程で色々な情報が出た。これらの情報は日本語と英語では 24 時間体制で出たが、それ以外

の言語では出ず、言語が分からない人は「どこへ行ったら水がある、食料がある」かもわからない状態

に置かれた。例えば掲示にも

（1）「容器をご持参の上、中央公園にご参集ください。」と書かれたものがあったと言われている。こ

れを初級修了レベルの非漢字圏の人が見ても聞いても意味が分からない。仮にこれにルビを振って、

（2）「容
よう

器
き

をご持
じ

参
さん

の上
うえ

、中
ちゅうおう

央公
こうえん

園にご参
さんしゅう

集ください。」としてもほとんど意味がない。

分かるようにするには、

（3）「入れるものを持って、中央公園に来てください。」というぐらいに言わないと分からない。

つまり、復興の過程で外国人が、家が潰れるといった被災だけでなく、情報からも取り残される、と

いう形で二重に被災したのである。そういう状況を見た言語学者や放送関係者たちが手を組んで「結局

は共通でわかる言葉というのは簡略化された日本語だ。災害時における外国人への情報提供の手段とし

て、簡略化された日本語を使う。」ということを考えた。その時にこういう簡略化された日本語を「や

さしい日本語」としたのが、専門用語として「やさしい日本語」という言葉が使われるようになった最

初の例である。そういうふうに、言い換えるのが有効だということを示す実験結果が、松田ほか（2000）

という論文の中で次のように示されている。

A　＜原文＞ けさ 5 時 46 分ごろ、兵庫県の淡路島付近を震源とするマグニチュード 7.2 の直下型の

大きな地震があり、神戸と洲本で震度６を記録するなど、近畿地方を中心に広い範囲で、強い揺れに

見舞われました。

Ｂ　＜言い換え文＞ 今日、朝、5 時 46 分ごろ、兵庫、大阪、などで、とても大きい、強い地震があり

ました。地震の中心は、兵庫県の淡路島の近くです。地震の強さは、神戸市、洲本市で、震度が６でした。

A はごく普通の地震の報道文であるが、非漢字圏の外国人が聞いた場合に 30％ぐらいしか内容が分

からなかった。しかし、これをBに言い換えると、90％ぐらい内容が理解できた。という実験結果である。

世界にはかなりの場所で、生まれてから一度も地震を経験したことがない人もいる。神戸も大阪も、

ほとんど地震などなかった。地震があることを想定していない。そういうところで、1 月の朝 5 時 46 分、

真っ暗な中で地震が起きた。生まれてから一度も地震を経験したことがない人が、そういう時に情報を

得るのは日本語でも英語でも難しいが、B には以下のような工夫が見られる。



-47-

・　「けさ」という、初級日本語学習者（「外国人」）には難しいと考えられる単語を、「今日」「朝」という、

知っている単語で言っている。

・　「淡路島付近を震源とするマグニチュード 7.2 の直下型の」という部分は、「とりあえず何があった

のか」を知りたい時には要らない。

　日本語母語話者は、不要な所は聞き流すことができるが、まだ日本語に慣れていない人には必要

な情報だけに絞ってあげないといけない。

・　「～を記録する」「強い揺れに見舞われました」も、「です」と言い換えても意味はほとんど変わらない。

「震度 6 でした。」「揺れは強かったです。」と言ってもほとんど同じなので削除する。

日本語母語話者は A を聞いても実質的には B の情報ぐらいしか取っていないということもある。例

えばマグニチュードなど、どうでもいい。実は日本人も聞いていない。そういうものを抜いて情報を出

すと、日本語初級程度のレベルであっても、ほぼ聞いてわかる。情報というのは、相手の立場に立って

出さないといけない。

3.2　災害時から平時へ—〈やさしい日本語〉の誕生—3.2　災害時から平時へ—〈やさしい日本語〉の誕生—

災害時の情報提供は重要な課題だが、平常時の外国人に対する情報提供の方策を考える必要もある。

こちらを我々の研究グループの研究対象を指すものとして、〈やさしい日本語〉と呼んでいる。

４．外国人に対する情報提供と〈やさしい日本語〉４．外国人に対する情報提供と〈やさしい日本語〉

外国人に対する情報提供全体に関して、〈やさしい日本語〉を見ていくと、いくつかの区別をしてい

く必要がある。先ず、災害の時か普通の時か。普通の時は、対象者が短期滞在なのか定住目的なのかと

いう二つの側面から考える必要がある。

4.1　災害時の場合4.1　災害時の場合

災害時については、可能な限り多言語で情報を出すようにすべきである。外国語で情報を提供する場

合、必要とする言語が非常に多いので機械翻訳自体は必要である。ただし、機械翻訳はまだ、普通の文

のままで入れて、自動的に出てくるというようなレベルではない。従って、先ずわかりやすい日本語に

言い換える必要がある。

これは、先日の台風 19 号の時に実際にあった例である。元々意図した文（4）が、機械翻訳したら（5）

になってしまったという。

（4）○○川周辺に避難勧告が出ました。

（5）○○川周辺への避難勧告が出ました。

（4）は、「○○川の近くに住んでいる人は別の所へ逃げなさい。」と言いたかったのであるが、実際に

訳されたのは、「～川の近くの方に避難しなさい。」になってしまった。これは日本語で見ても「に」と

「への」の違いだけなので、機械翻訳すると、（4）が（5）になっても全くおかしくない。現状ではこ

れを機械的に排除することは難しい。従って（4）をそのまま機械翻訳にかけてはいけないのである。（4）

を先ず（6）のように言い換える必要がある。

（6）○○川の近くに住んでいる人に、避難勧告が出ました。

ただし、避難勧告が命令（7）なのか、アドバイス（8）なのかを決めないと正確には訳せない。

（7）○○川の近くに住んでいる人は、××に避難してください。（命令）

（8）○○川の近くに住んでいる人は、××に避難した方がいいです。（アドバイス）

これを決めることが非常に重要であり（専門家が決める）、それの発信が必要である。

「命を守る行動をとってください。」というのも、これだけでは情報として十分ではない。その情報を

聞いた人が家の中にいるか、家の外にいるのか。家の中にいるとしたら、その家はどこにあるのか。川

のそばなのか、そうでないのか。木造なのか、鉄筋なのか。平屋なのか、二階建てなのか。家の外にい
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るのであれば、その人は歩いているのか、車の中にいるのか。状況によって、命を守るためにとらなけ

ればいけない行動は全部違う。一律に「命を守る行動をとってください。」と流しても、実際には命を

守る行動をとることは難しい。

情報を出す側に必要なのは、言葉の問題だけではなく、それぞれの人に情報を与えて自分で介助でき

るような形で、情報を出すことである。スマホでもパソコンでも、自分が今どこにいて、どういう状態で、

そして今避難レベルが何であるかを入れれば「あなたがとるべき行動というのは、こうです。」と出て

くる。かつそれが日本語だけではなく、色々な言語で出てこないと「命を守る行動」はとれないはずで

ある。

情報を出す側と情報を言い換える側、そしてそれを外国人に伝える側が連携して決めないとだめなの

である。そういう形でカスタマイズされた情報提供が必要だということだ。もう一つには、各言語に詳

しい人を事前にインターネットを通して組織化しておく。言語によっては、そこにいる人だけで訳すに

は全く手が足りないことがある。様々な言語を訳せる人を、日本中、世界中で組織化しておくことが、

多言語で情報を出すために必要である。そういう多言語の一つとして〈やさしい日本語〉でも情報を出

す必要がある。

4.2　平時の場合4.2　平時の場合

平時における情報提供については、外国人がどういう人であるかによって方法が変わってくる。

まず、旅行者や短期滞在者に対しては、英語での正確な情報提供が重要である。和製英語を使っては

いけないのである。例えば「アイドリング・ストップ」。この”idling stop”を強いて英語に直すと、「ア

イドリングしながら停まりなさい。」となるが、正しい英語は”no idling”である。

情報は、その情報が必要な人の立場から提供されていないといけない。英語での指示というのは本来、

「日本語は分らないが英語は分かる」という人のためのものである。和製英語はその趣旨に反して、「日

本語が分かる人にしか分からない」英語なのである。

同様に、何が言いたいのかよく分からない掲示がある。（図 3　緊急交通路）

これは首都圏の幹線道路で見られる看板だが、非常に問題である。最初の「緊急交通路”Emergency 

Road”」を見ると「地震の時にはこの道に来なさい」という意味に思う。ところが下を見ると「地震災

害時、一般車両通行禁止 “Closed”」とある。「地震の時にはここに来てはいけない」のである。である

のに、50 ㎞ /h 道で走りながら見る掲示の一番上に一番大きな字で書いてある情報が、いかにも「こ

こへ来なさい。」という情報になっている。ナマズのイラストも、日本人の大人以外には、これが地震

だということは恐らくわからないので要らない。

この中で重要なのは、「地震の時にはここへ来てはいけない。」という情報であり、そのことを大きく

書かなければいけない。さらに今、地震以上に問題なのは水害の時であるから、水が多く出た時には、

ここを走ってもいいのか、いけないのかということを書かなければいけない。つまり、災害の時に本当

に重要な情報がほとんど載っていない。しかも逆の情報が載っている。そういうことを避けなければい

けない。

定住外国人（定住や長期滞在を目的とする外国人）に対する情報提供の手段としては、1）英語　2）

多言語　3）それ以外で出す、の 3 つが考えられる。

１）の英語だけでは不十分なことは、国立国語研究所（立川）が全国規模で外国人にアンケケートを取っ

た調査でわかっている。「あなたが自分の言葉以外でわかる言語は何ですか。」と聞いた時に「英語で

す。」と答えた人よりも「日本語です。」と答えた人の方がずっと多かったという結果がある。（岩田

2010）

2）の多言語では、非常に多くの言語が必要になり、その保障にかかるコストは巨大なものになると考
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えられる。自動翻訳であれば、何言語で出そうが、ほとんどコストがかからないからよいかもしれな

いが、まともな訳になることはない。これだけのものを人手で翻訳しようとすると、その言語が訳せ

る人が住んでいる地域でのみ、その言語での情報が得られることになる。本来、多言語で出すという

のは、その方が公平であるという主旨で始まっているはずなのに、かえって地域間の格差が生じるこ

とになりかねない。以上の２つがだめだとすると、日本語をやさしくしたバージョン、すなわち〈や

さしい日本語〉でなければだめだということになる。

５．どう“まち”に根付かせるか５．どう“まち”に根付かせるか

以上を踏まえた上で、『災害時の < やさしい日本語 > をどう、まちに根付かせるか。』を考えてみる。

5.1　地域社会の共通言語としての〈やさしい日本語〉5.1　地域社会の共通言語としての〈やさしい日本語〉

少なくとも以下の 3 つ全てが必要である。

1．地域社会の共通言語としての〈やさしい日本語〉を普及する。

2．〈やさしい日本語〉には 2 種類あり、これを整理する。

3．提供する情報を整理し、災害に事前に備える。

定住外国人が増えるということは、地域社会に外国人たちが生活するようになるということであり、

地域社会に住んでいる日本語母語話者との間に何らかの共通言語が必要になる。その場合、外国人側も

日本人側も、どちらも上手く使えないと思っている英語は共通言語としては不適当である。次に日本語

話者が調整を加えない日本語、いわゆる「普通の日本語」も不適当である。英語も普通の日本語もだめ

だとすると、それは日本語母語話者が一定の調整を加えた日本語、つまり〈やさしい日本語〉しかあり

えない。

5.2　2 つの〈やさしい日本語〉5.2　2 つの〈やさしい日本語〉

これは実際にお知らせとして配布されていたものである。

（10）保育園の入園基準（一部）

1．昼間に居宅外で労働することを常態としている場合

2．昼間に居宅内で乳幼児と離れて日常の家事以外の労働をすることを常態としている場合

3．妊娠中であるか又は出産後間がない場合

これでは外国人だけでなく、日本人にも意味がよくわからない。こういうものを普通に日本語として

わかるレベルに、例えば（11）くらいには書き換えなければならない。

（11）1．保護者が、昼間、会社などで働いている場合

2．保護者が、昼間、自営業で働いている場合

3．母親が、妊娠しているか、出産してすぐの場合

この、わかりやすい日本語に翻訳したものを〈やさしい日本語〉1 と呼ぶ。専門用語ばかりで何のこ

とを言っているかわからない日本語を、ごく普通の日本語として理解できるレベルにすることによって、

日本語母語話者ならわかる。外国人でも、日本人が日常使っている文章であればわかるという人は、こ

れを読めばよい。読んでわからない人用には、初級修了ぐらいの日本語のレベルに書き換えた〈やさし

い日本語〉を英語や中国語に訳すのと同じレベルで設ける。これを〈やさしい日本語〉2 と呼ぶ。この

2 つはどちらも必要である。地域社会の共通言語というのは、この〈やさしい日本語〉2 の方である。

5.3　災害に事前に備える5.3　災害に事前に備える

災害時には多言語で情報を出すことを前提とした上で、その 1 つとして、〈やさしい日本語〉2 でも

情報を出す必要がある。これは地域社会の共通言語として〈やさしい日本語〉を認知させることにつな

がっている。地域で〈やさしい日本語〉が通じるようになれば、そのレベルに翻訳して出すことによって、

外国人もわかるようになる。少なくとも、「どこがわからないか」を日本人に聞くことができるように
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なる。

先ずは行政、気象などの専門家が事前に、災害の時どうするか、水害は実際に避難レベルいくつ、と

いうものに対して個別的に避難行動を類型化し、それぞれに対応した避難勧告の文面など、情報の原案

を作成しておく。それを言語学や翻訳の専門家が〈やさしい日本語〉1 に翻訳する。さらにそれを色々

な言語に訳していく。その中に〈やさしい日本語〉2 も入る。そうしておいて、災害の状態がどうで、

自分が今どこにいて、今何ができるのか、ということをあわせてインターネットに入力したら、それに

合った情報が出てくるような形で情報を整理しておく必要がある。



-51-

 
 

isaoiori@courante.plala.or.jp 
http://www12.plala.or.jp/isaoiori/ 

 

 
 

 
 

2013
 

 

1995

 
 

 
1  

 
1

 
 



-52-

2  
 

 
 

3  
 

2000  
A B 30 A

90 B B
 

 
A  5 46 7.2

 
5 46

 
 

B  

 
7.2

 

 
 

B A
B B

B
B  



-53-

 
 

2 1
1

 
 

2  

 
4 5 4

5
 

 
4  
5  

 

4 5

4 6 2

 
 

6  
 

6



-54-

7 8
 

 
7  
8  
 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 1   2 No Idling 
 

1
”idling stop”

 



-55-

2 ”no idling”  
 

 

 

 

 
3  

 

 
”Emergency Road”

 



-56-

”Closed in 
Great Earthquake or in Heavy Rain”  

 

1 2 3 3  
1

2010
1  

2  

 

 

 

 
10 11

20 95 17
99 50 37

 

 



-57-

 
3

 

2016 NHK News Web Easy1  
 

 
 

 
 

1

3 2  
 

9 a.  
     b.  
     c.  
 

9b  

2010
 

                                                  
1 https://www3.nhk.or.jp/news/easy/ 
2 

2016 2019a, b 2019  



-58-

 

 
 

 
     
   

      1, 2  
   

4  
 

 
 

 

10
11  

 
10  

1  
2  
    
3  

11 1  
2  
3  

 
11



-59-

 
 

 
 

1  
  

2    
5 2  

 
1

3 2

1
4 2

 
 

1 2  

1

2

 

5
1 1

2

 
 

                                                  
3 1

 
4 5.2 2  



-60-

1 1 2

1

 

1

1

1 2  

 
 

2019  
http://www12.plala.or.jp/isaoiori/alc-yasashii-nihongo.pdf 

2019 2019  
2013  
2016  

2010 1  
2011 2  

2013
 

2019
 
2010

13-1  
2013 2013  
2016  

2019a  
2019b  

2000
7  



-61-

事例紹介①　「災害時の外国人支援」と「やさしい日本語」の取り組み

田島　亮子　　公益財団法人栃木県国際交流協会

栃木県に住む外国人は約 4 万人。115 の国と

地域から来ており、県人口の 2.08％になる。多

い国は中国、ベトナム、フィリピンや南米の国。

全体の約半分を永住者や技能実習生が占めてい

る。

昨年 10 月の台風 19 号の時、栃木県の南の方

の栃木市や佐野市等において、川が決壊して非常

に深刻な浸水被害などがあった。栃木県の地域防

災計画に基づいて、国際交流協会の中に「災害多

言語支援センター」が立ち上がり、多言語と「や

さしい日本語」で情報提供の相談対応などを行っ

た。

職員が手分けして、自治体のホームページを見

たり、関係機関に問い合わせたりして情報収集を

した。プリントアウトしたものをパネルに貼って

情報を整理し、どの情報を発信していくか検討し

た。発信する情報を決めたら、日本語の原稿を作

成し、それを各言語に翻訳、また「やさしい日本

語」に書き換え、配信する。これは時間との戦い

である。ここで一番大切なのは、日本語の原稿の

作成である。外国人に向けた文であることを意識

して、文を短くし、分かりやすい表現で、伝えた

いことがはっきりわかる文を作るということであ

る。また、地名などの固有名詞には必ず振り仮名

を付ける。こうすることで翻訳する時に速く翻訳

ができ、間違いも少なくなって、非常に効率が良

くなる。この様にして作成した情報はホームペー

ジ等で公開したり、関係機関に流したり、メール

に登録している方に発信したりした。但し、これ

だけだと外国人に情報を届けるには十分ではない

ので「災害時外国人キーパーソン」とのネットワー

クを活用した。

外国人キーパーソンというのは、国際交流協

会が出す情報をそれぞれのネットワークで情報を

広める、という役割をお願いしている方々であ

る。現在 16 か国 40 名程度の方にお願いしてい

る。私たちは日本語、英語、中国語、ポルトガル

語、スペイン語、やさしい日本語で配信している

が、それ以外の言語については、キーパーソンの

方々に自身の母国語に翻訳して拡散してもらって

いる。私たちが一方的に情報を発信するというこ

とだけではなく、キーパーソンの方々からも、そ

れぞれの地域の状況等の情報をもらった。私たち

が手探りの中、どういう情報を出そうか検討する

時に非常に参考になり、「台風が近づいてきます。」

という注意喚起や、災害ゴミ、罹災証明書のこと、

入管からのお知らせなどを案内した。

今回の台風 19 号で被災した外国人の声の中で

多かったものを 3 つ挙げる。

１．「家に居た方がいいのか、避難所に行った方

がいいのか、そのタイミングも含めて、迷った。」

近くに住む人に「○○の避難所はもう一杯で入

れないみたいだ。」と、教えてもらったという

人もいた。やはり、災害時に近所の人と話がで

きるというのは大変心強い。全体的な情報は何

とか手に入れられたとしても、自分が今いる「こ

こはどうなんだ」と、とても不安になることが

ある。

２．「台風が来ることを具体的にイメージできな

かった。」母国の災害と違っている場合もある。

具体的にイメージしてもらえるように伝えるこ

とが必要だと思う。

３．「どこで情報を得られるか分からなかった。」

こういうことは事前に準備ができる場合もあ

る。今後の支援の課題として参考にしていきた
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いと思っている。

「やさしい日本語」を広めることにも日頃から

取り組み、ハンドブックやさっと説明できる簡単

なリーフレットなどを作成している。『やさしい

日本語で話してみよう』（監修：庵先生）は日本

語を話す人向けに作ったものだ。また、外国人と

日本人が、「やさしい日本語」で話しながらゲー

ムをするというワークショップを行った際は、外

国人からは「いつもより、たくさん話せた。」「安

心して話せた。」という声が上がった。聞いて分

かるということも大事だが、「自分自身が話せた」

という内容のコメントがたくさん寄せられた。そ

の他、「やさしいにほんご」ロゴマークを作って

普及に努めている。また、「私たちはやさしい日

本語で話します。」という言葉を 10 言語で翻訳

したものをカウンターに置いたり、建物の入り口

に貼ったりして、外国人がそれを見て、安心して

その場所を利用できる、スタッフに話しかけやす

くなる、という効果を狙っている。

私たちは日本語の専門家ではないが、国際交流

協会として伝えられることはあると考えている。

出前講座でよく紹介しているのは、東日本大震災

時の外国人からの相談内容だ。計画停電、原発・

放射能に次いで、3 番目に多かったのが「ボラン

ティアがしたい、寄付したい」というもの。また

先日の台風 19 号の際もネパール人のグループが

片付けのボランティアをしていた。これらは、日

本人が外国人を支援するということだけでなく、

お互いに助け合うという視点を教えてくれるもの

だ。

去年立ち上げた「やさしい日本語」普及員バン

クは、「やさしい日本語」が良いと思った一人一

人が広めていくという主旨だ。「やさしい日本語」

で積極的にコミュニケーションしたいという人た

ちを増やしていくためには、市民レベルでの力、

影響力というのが大きいのではないかと思う。

本に来ている外国人の多くは日本が天災大国で

あることはよく知っている。津波や地震は海外で

も大きなニュースになっており、ガイドブックな

どには書いてある。けれども日本人に比べ、防災

意識、防災訓練や避難に対する備え、知識は不充

分であり、防災教育の場がないのも課題である。

防災訓練は学校や自治会の主催になっている。

例えば留学生は自治会に入っていないケースがほ

とんどなので、訓練のチャンスもない。仕事で来

ている人は職場の訓練があるが、その家族は日本

語が出来なければ自治会にも入れず訓練もできな

い。小学生から防災教育を受けている日本人と比

べて、防災知識の差が激しい。

私も日本に来た時、最初の 10 年間は 1 回も

防災訓練に参加したことが無かった。10 年過ぎ

たところで、家の裏山が崩れて土砂崩れに遭っ

た。初めて本当に災害が起きることを身をもって

知り、避難バックをその日のうちに用意した。毎

年 9 月になると、防災訓練と共に、その避難バッ

グを出して、全部中身を取り出して賞味期限など

を確認して、もう一度詰め直す。それからも避難

訓練できる場所が少なかった。子供に「ママは一

番に死ぬ。訓練していないから。」と言われ、非

常に深刻な状態だと思い、その当時私が図書委員

をしていた学校にお願いして、毎月防災訓練に参

事例紹介②

アレクサンドラ　シュワルツ　　中央大学　中央大学文学部独文学科非常勤講師
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加させてもらうようになった。

言語の問題もある。最近では英語や中国語、韓

国語などの言語が追加されている表記が多くなっ

てきているのはかなりの進歩だと思う。英語さえ

理解できれば多くの情報を得ることが出来る。但

し、地震とか、土砂崩れの時の緊張感を考えてみ

ると、自分の母語でない言語で、どれだけ分かる

か問題である。だから、外国人でも、ある程度の

レベルの日本語をマスターすることは日本で生活

する上で欠かせないことだと考える。

生活に必要な日本語は、優先して教えてもらう

と助かる。日本語を学ぶ時、最低限の日本語とし

て 1,000 単語ぐらいは必要だとされている。そ

の 1,000 単語の単語選びに生活に必要な単語を

中心に考えることができればベストである。もち

ろん、日本の四季、風習、歴史など知ると生活は

楽しくなり、楽になることも多いが、災害が頻繁

に起こる日本では、主に生活に欠かせない単語を

日本語の教科書に載せると良いと思う。初心者向

けの教科書には「地震」という単語は載っている

が、「余震」は載っていない。私は地震の仕組み

は分かっていたが、地震を体験したことはほとん

どなかった。地震の後にまた地震が来るというこ

とは、教科書で学んだことはあったが、本当に来

るとは全く想定できなかった。また「避難」は載っ

ているが、「避難場所」は載っていない。「避難場所」

は、私の中では 1 つの決まった所だった。でも

実は「避難場所」は決まっていない。河原から逃

げて来る、それとも川へ行かなくてはならないの

か、「避難場所」は条件によって変わることは習っ

ていない。

日本語の難しさは、とても曖昧なことである。

例えば、主語がなくても、誰が何をやったかは分

かるようだ。また、アドバイスを貰う時には「し

たらどう？」とか、「しましょう。」または「考え

たらよいかもしれません」などと言われる。防災

の時はこのような言葉は危険性、緊急性、必要性

を伝えにくいと思われる。受け取る側は”避難訓

練は必ず必要です。“と言われたら、その重要性

に気が付き、行動につながりやすいだろう。指示

がはっきりした方が良い。敬語の「してよろしい

ですか？」「していただけますか？」「やっていた

だけないでしょうか？」「いかがですか？」も外

国人にとって分かりにくい難しい言い回しであ

る。どうしたらよいのかが分からなくなる時があ

る。また「ない」が入ってくると分からない。「寒

い？」と言われれば分かるが、「さむくない？」

と言われると「私は寒いけれど、あなたは寒くな

いの？」と思う。「さむくなくない？」になるともっ

と分からない。

分かりやすい文法と分かりやすい単語が求めら

れている。分かりやすい日本語は、「～ください。」、

「～お願いします。」、「…必要です。」これははっ

きりする。「余震」は、そもそも余震があること

を分かっていない人が多いので、「地震の後に来

るほかの地震」と言う。「土砂崩れ」は「山が崩

れる」にする。「避難場所」ではなく、「安全なと

ころ」にする。そうすると、指定した場所ではな

く、自己判断を踏まえた上で、自分で一番安全な

ところが出てくるのではないだろうか。ちょっと

工夫をしたら、そもそも難しい日本語も必ず理解

しやすくなると思う。



-64-

 

 

 



-65-

 

 



-66-

私は 1997 年 4 月に来日し、翌月 5 月に出産

した。来日した時、日本語は全く分からなかった

が、日本人の夫は仕事を持っていた為、子供が病

気になったり、検診の際は自分で対応しなければ

ならなかった。日本語が全くわからない中、先生

が、私に子どもの病状を説明する際、専門用語を

使ったのか、「やさしい日本語」を使って話して

くれていたのか、どういうふうに説明してくれた

のか、正直全く分からなかった。私はペンと紙を

出して「子どもの病状とか、薬とか、メモを書い

てください。」と先生にお願いし、帰ったら夫や

母に見せようと、自分なりの方法を考えてきた。

今、私は八王子国際協会で医療ボランティアを

している。今は医療の現場で、私が通訳していて

も、先生たちも外国の方にできるだけ専門用語を

避けて、分かりやすく話したり、説明したりして

くれている。私は、機械翻訳は本当に頼ってはい

けないと考えている。庵先生の講演にあった「川

へ」とか「川に」の表現方法は、避難する話と同

じように使ったらもっと危険だと思う。特に医療、

防災、法律の現場では使わなくていいのではない

かと考えている。多くの日本人は外国の言語が分

からない。機械翻訳が正しく伝わっているかどう

か分からずに使っていると思う。

私の義理の母はとても熱心な人で、仕事が終

わって帰宅しても私と筆談で話をしたりするだけ

では物足りなく、どうやって私に日本語を分から

せようかと考え、小学生用の教科書を一通り用意

してくれた。義母の日本語は分かりやすく、「単

語だけ並べても、あなたはいつになっても日本語

を覚えられないから、分かりやすく、正しい文法

での日本語をあなたに教える。」と言って教えて

くれた。

私の仕事場には外国の人がとても多い。英語圏

の人はあまり多くなく、ベトナム、ペルー、フィ

リピンの人が多い。私は仕事上、指導したりする

が、先日、「赤い札を貼り出した部屋を全部片付

ける。緑の札を貼り出したら、片付けなくてよい。」

という指示をした。すると、ベトナム人の担当者

はどちらの部屋も片付けてしまった。だが、実は

その人は間違っていないのだ。私の言葉が曖昧な

部分があったから両方片付けてしまったのだと私

は思う。私が「赤い札を貼り出したら全部片付け

て、緑の札を貼り出したら、片付けない。」と言

えば分かりやすかった。ベトナム人の担当は、「片

付けなくてよい」と言ったのを「片付けてもよい」

と理解していたのだ。震災の時にも同様の勘違い

や分かり難さは実は色々出て来きていると私は思

う。

話す言葉は、その言葉が分からなければ、他の

言葉、同義語を探して言い換えて、その人が分か

るように伝えられる。

または、最終的には身振り手振りで伝えること

が出来ます。皆さんのやさしい気持ち、且つ「や

さしい日本語」を伝えたい気持ちは、私たち外国

人にも大変伝わってくる。そこからコミュニケー

ションも生まれると思う。ですが、文章において

は一度作り出したチラシや、放送テロップ、市政

の文章においての通知はなかなか書き直すとこが

ない。そのため正しい文法でわかりやすい日本語

が不可欠。災害の時は正確な日本語を求められる。

今、庵先生始め多くの方々が、日常でも災害時で

も、より分かりやすい、尚且つ正しい文法の「や

さしい日本語」を日本人にも外国人にも提供する

ことに力を入れて関わってくれていることに、外

国人の立場として大変感謝している。近い将来、

震災の時だけではなく、日常でも「やさしい日本

語」が“まち”に社会全体に根付いてくれること

を信じている。 

報告③

岡本　麗　　豊実株式会社　代表取締役
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< 質疑応答、意見交換＞

Q １：< やさしい日本語 > が普及するには、日本人の意識を変える必要があるということだが、日本人Q １：< やさしい日本語 > が普及するには、日本人の意識を変える必要があるということだが、日本人

の教育現場に導入することが不可欠ではないか。の教育現場に導入することが不可欠ではないか。

庵氏：その通りである。実際に高校教育などにどういうふうに持って行くかということが必要になっ

てくる。色々な研究グループでも研究を始めている。

Q ２：将来 AI が進めば、何とでもなるのではないか。Q ２：将来 AI が進めば、何とでもなるのではないか。

庵氏：言語学的な立場からすると、恐らく日本語は無理だと思う。

Q ３：災害時と生活用語を伝える時の < やさしい日本語 > に差があるか。Q ３：災害時と生活用語を伝える時の < やさしい日本語 > に差があるか。

庵氏：緊急時に限定すると、文法に拘る必要は無い。一方、普通の時は < やさしい日本語 > でも文法を

踏まえた体系的なものでなければならない。

Q ４：通常の日本語を〈やさしい日本語〉1 に翻訳する時、やさしくなっているかどうかの目安は具４：通常の日本語を〈やさしい日本語〉1 に翻訳する時、やさしくなっているかどうかの目安は具

体的にあるか。体的にあるか。

庵氏：私たちのホームページで公開している「やさしいチェッカー」である程度できる。

Q ５：こういうことをやるには行政との連携が必要だと思うが、そういう取り組みがあったら教えてQ ５：こういうことをやるには行政との連携が必要だと思うが、そういう取り組みがあったら教えて

ほしい。ほしい。

庵氏：横浜市と連携している。横浜市のホームページの < やさしい日本語 > に、ある程度出ている。

Q ６：新型コロナウイルスのサイトの記事を機械翻訳したら、全く理解できない訳になった。Q ６：新型コロナウイルスのサイトの記事を機械翻訳したら、全く理解できない訳になった。

庵氏：いいソフトがあるかということだが、私が把握しているところでは現状ではあるとは言えない

状況である。

Q ７：日常生活で「やさしくない日本語」は必要ないだろうか。Q ７：日常生活で「やさしくない日本語」は必要ないだろうか。

庵氏：「やさしくない日本語」がどういうものなのかにもよるが、英語では公的文書は plain English 

という分かり易い英語で出さなければいけないことになっている。情報伝達を目的とした場合、

plain Japanese と言えるようなものでないといけないだろうと考える。それが 〈やさしい日本

語〉1 に当たるものである。

Q ８：< やさしい日本語 > のテキストとして何がいいか。Q ８：< やさしい日本語 > のテキストとして何がいいか。

庵氏：『にほんご　これだけ！』（庵　功雄監修　ココ出版）を推奨する。

Q ９：AI 翻訳を想定して、〈やさしい日本語〉Q ９：AI 翻訳を想定して、〈やさしい日本語〉1 を作るという観点もあるか。を作るという観点もあるか。

庵氏：あるといえばあるが、限られた部分に特化して情報を出すには良いが、AI のレベルは日本語の

処理としては、母語話者のレベルには遥かに及ばないのが現状である。

Q10：キーパーソンはどういう方にお願いしているかQ10：キーパーソンはどういう方にお願いしているか。

田島氏：我々の様々な事業に参加してくれた方で、信頼できると思える方、基本的に日本語をできる

方読める方にお願いしている。個別に声がけしている他、市、町の役所、国際交流協会に、地

元で活躍している方を推薦してもらい、定期的に声がけして、キーパーソンになってもらって

いる。

Q11：「やさしい日本語」を広めるための関係機関へのアプローチはどうしているか。Q11：「やさしい日本語」を広めるための関係機関へのアプローチはどうしているか。

田島氏：自治体へのアプローチは、市町の国際交流協会を通じたり、県が主催する関係機関の会議な

どで「やさしい日本語」を紹介する。さまざまな分野にお知らせしても、思う通りにはいかな

いことはある。出前講座などを開催し、例えば教育関係では外国人保護者とのコミュニケーショ

ンをテーマして「やさしい日本語」を紹介している。

Q12：外国人への情報の周知が難しいがどうすればいいか。Q12：外国人への情報の周知が難しいがどうすればいいか。

田島氏：外国人キーパーソン以外に、もう一つのキーパーソンは、日本語ボランティアだと思う。ボ



-68-

ランティアの皆さんは学習者とつながりがあり、外国人のことをよくご存知だ。また、日本人

側が知らせたい情報と外国人が必要としている情報が違うこともある。外国人のニーズがどこ

にあるか真摯に耳を傾ける必要もある。

Q13：外国人の方が良く見るネット情報サイトはどういうものか。Q13：外国人の方が良く見るネット情報サイトはどういうものか。

シュワルツ氏：ネットを見る人はデジタルな人。私は自分で一番情報が入りやすいのは目と耳。一番

簡単なのはラジオである。場所を確認したい時は情報の正しさ、スピードを考えると NHK を見

る。どういう情報が一番良いかは非常に個人差があると思う。

Q14：機械による翻訳は医療や災害時には危険だと言っているが、人手不足などにより機械に頼る必Q14：機械による翻訳は医療や災害時には危険だと言っているが、人手不足などにより機械に頼る必

要がある場合には、どのような配慮やサポートが必要か。要がある場合には、どのような配慮やサポートが必要か。

岡本氏：今は、スカイプ、ウイチャット、ラインなどで遠距離翻訳を取りこんでいるところがあると聞く。

自治体等、情報を伝える人が普段からそういう所を把握しておく必要があると思う。中国人と

しては、機械が使えないのなら、筆談で字を書いてほしい。それならば大分わかると思う。

Q15：今、< やさしい日本語 > に取り組もうというのは日本人からであるが、外国人に求められることQ15：今、< やさしい日本語 > に取り組もうというのは日本人からであるが、外国人に求められること

はあるか。はあるか。

庵氏：最低限このレベルまでは日本語をやってもらわないと困るというレベルがある。初級修了の日

本語力があれば、日本語で十分コミュニケーションができる。分からないことをお互いに確か

め合える。

Q16：全く日本語が話せなければ行き場がないということか。Q16：全く日本語が話せなければ行き場がないということか。

庵氏：本来は税金を使って、〈やさしい日本語〉2 のレベルまで持ってくるようにしなければいけない。

それが現状でできないなら、地域の日本語教室や日本語学校がある程度有償でもやっていくこ

とが必要だと思う。

Q17：税金を使って、日本人は反発しないだろうか。Q17：税金を使って、日本人は反発しないだろうか。

庵氏：多文化共生とか < やさしい本語 > というのは、ある意味では負担を伴うものであり、反発を買う

ものでもある。そういうふうにして、外国人と一緒に暮らしたいのか、そうでないのか、その

結果外国人が全く来なくなってどうしようもなくなるということもある。日本人側が覚悟とし

て決めることであると思う。
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D 分科会D 分科会

●テ　ー　マ：　国際協力の現場から考える多文化共生●テ　ー　マ：　国際協力の現場から考える多文化共生

異文化の中での生活には大きな心理的ストレスが伴います。日本においても外

国人の長期滞在・定住化が加速し、各自治体や国際交流協会が設置する生活相談

窓口の重要性は増すばかりです。相談内容が多様化・深刻化すると同時に、相談

を受ける側や社会としての困りごとも増えてきています。多様なバックグランド

を持った人々とのコミュニケーションや心のケア、そしてその人たちを支えるサ

ポーターの心のもちようについて、これまで国内外で異なる文化を持った人々の

心と向き合ってきた国際協力 NGO の経験を共有いただくと共に、双方が気持ち

よく共生するための実用的なコミュニケーション・スキルを紹介します。

●事 例 報 告 ①　：　●事 例 報 告 ①　：　山下　育 特定非営利活動法人日本紛争予防センター（JCCP）

 プログラム・オフィサー

●事 例 報 告 ②　：　●事 例 報 告 ②　：　山本　裕子 特定非営利活動法人シェア＝国際保健協力市民の会　

 在日外国人支援事業担当　保健師・看護師

●ワークショップ：●ワークショップ：　渡辺　眞里子 JICA 東京 研修員カウンセラー　臨床心理士

●ワークショップ：　●ワークショップ：　佐藤　優子 JICA 東京 研修員健康管理センター　看護師

●参加者　　３５名●参加者　　３５名

●前　半　：　●前　半　：　JCCP, シェアによる事例報告

●後　半　：　●後　半　：　より実践的な JICA 東京の取り組みとワークショップ

事例報告①

山下　育　　特定非営利活動法人日本紛争予防センター（JCCP）　プログラム・オフィサー

ケニアにおける心のケアを通じた紛争予防に焦

点を当てて活動中。

世界のテロの現状は、2010 年から 2015 年

の間に世界的にピークを迎えた。最近は弱体し

たといわれ、若干減少傾向にある。だが、アフ

リカに特化してみると 2000 年から 2010 年の

10 年間で死亡者数 8900 人に対し、2011 年

から 2016 年の 5 年間で 33000 人死亡してお

り、アフリカ地域でのテロは激化している。そこ

で、JCCP ではアフリカで暴力の過激化「予備軍」

となり得る若者を対象に過激化を予防する活動を

下記のように展開している。

1．紛争予防・紛争解決

2．被害者の保護、自立支援

3．対立集団の共存促進



-70-

ケニアでは、2013 年から 2015 年だけで

108 件のテロがあり、466 人が死亡している。

背景には過激派組織「アルシャバーブ」がソマリ

アからケニアに流入し、活動拠点を広げているこ

とにある。JCCP が活動するイースリー地区は、

ナイロビ市街地から５ｋｍしか離れていないが、

ソマリ系住民が多く居住する地区ということもあ

り、過激派組織の活動の温床として見られている。

それによりケニア政府による行き過ぎた取り締ま

りも発生している。

JCCP では過激化予防の観点から、心理社会

的支援、暴力過激化予防のためのコミュニティイ

ニシアティブの策定、経済能力支援の３つの柱で

活動を行っている。

活動の対象とするのは、地区の若者であるが、

その理由として、アルシャバーブのような暴力過

激派組織が勧誘のターゲットとする人の 53％が

17 歳から 26 歳の若者であることが分かってい

るためである。地区の若者を対象に、彼らが暴力

的に過激化しないよう活動を実施している。

①カウンセリングの実施。30 人の心理社会的コ

ミュニティワーカー（カウンセラーとして国家

資格を持つものではなく、ボランティアとして

地区の住民にカウンセリングを提供するもの）

を選定し、心理社会的支援チームを組織。地区

内にセラピールームを設置し、そこで地区住民

の心の相談窓口として活動する。カウンセリン

グ数は年間のべ 380 人に上り、カウンセリン

グを通して実際に暴力過激派組織への加入を阻

止した例もある。相談相手がいない、仕事がな

い、自信がない、帰属意識を求めてなど、小さ

なきっかけで過激化することがわかっており、

それを防止するための活動として大切である。

②暴力的過激化予防の啓発活動・コミュニティ行

動計画の策定。女性と少女への暴力をなくすた

めの啓発活動として地区の若者 200 人を巻き

込んだマーチング活動などを行った。また地区

で意思決定権をもつステークホルダーへも働き

かけ、行政、警察、学校、平和委員会との会議

を開催し、コミュニティの行動計画を策定する

ことを目指しており、コミュニティとしてそれ

ぞれのアクターが暴力過激化予防のために取り

うる行動指針を作っている。

③若者への就業とキャリア構築に関する情報提

供。偽の求人広告や奨学金情報などで、過激派

組織に勧誘されてしますケースがある。そもそ

も雇用に関する情報や行政から受けられる支援

など何も知らない若者が多い。知識のギャップ

を埋め、次のステップへつなげるために大学や

訓練学校の紹介、起業に関して利用可能な支援、

サービスの情報提供などセミナーを通じて実施

している。

質疑応答

Q：ケニアの事例をご紹介いただいたが、同じようなことは他の国でも？Q：ケニアの事例をご紹介いただいたが、同じようなことは他の国でも？

A：トルコでもシリア難民を対象に同様の活動をしている。トルコに受け入れられたものの情報不足で

不安を抱える方の仲介役となり、病院や学校、施設につなぐことをしている。

Q：カウンセリングというとテクニックが必要のように思うが、一般人がカウンセリングできるようにQ：カウンセリングというとテクニックが必要のように思うが、一般人がカウンセリングできるように

なるためにどんな方策があるんですか？なるためにどんな方策があるんですか？

Ａ：コミュニティワーカーは月１回の技能研修を受けスキルを磨いている。例えばコミュニティワー

カーより年配のクライアントが自分よりも若い人に相談できないと言ったときは、チームの年長

者が対応しセッションを継続することができた。コミュニティワーカーの宗教構成としてはクリ

スチャンとムスリムが半々ぐらいだが、宗教の違いでクライアントから受け入れられないことも

ある。宗教の違いによるカウンセリングについては技能研修でも扱われ、対応方法について技術

的に学んでいる。また言葉で表現できないクライアントには、アートセラピー手法を用いるなど、

個別のケースに応じた対応ができるよう研修と実践を通じてスキルを磨いている。
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事例報告②　日本に住む外国人に対する母子保健のとりくみ

山本　裕子　　特定非営利活動法人シェア＝国際保健協力市民の会在日外国人支援事業担当 保健師・看護師

シェア＝国際保健協力市民の会は、すべての

人が心身ともに安心して暮らせる社会を目指し、

37 年前から活動している。

カンボジアのプレアビヒア州（栄養不良児が多

い）では胎内に命が宿ってから 2 歳の誕生日を

迎えるまでの「子供の栄養改善 1000 日アプロー

チプロジェクト」を実施。東ティモールでは「住

民参加によるプライマリ・ヘルスケア強化プロ

ジェクト」を実施し、低い予防接種率を改善した。

また、日本では日本に住む外国人が安心して保健

医療サービスを受けられるよう「在日外国人支援：

保健医療アクセス改善プロジェクト」を実施した。

外国人の「母と子」の健康について、課題があ

ることはわかっていても長年あまり取り組まれて

こなかった。これからは病気になってからの支援

ではなく、妊娠期から地域や自治体とつながりを

増やすことで長期的な予防・健康増進へつなげて

いきたい。外国人妊婦はスタート時点から情報不

足による格差がある。外国人夫婦の場合、先に夫

が来日し、日本語も少し話せるようになってから

妻を呼び寄せるケース多い。そのため、医療機関・

保健センターにも夫が通訳がわりに同行し、妻の

真のニーズがくみ取られないこともある。そんな

中、ネパール人学校のある杉並区は 23 区内で 4

番目にネパール人が多いため、シェアは杉並区と

その周辺地域をターゲットに「外国人母子の保健

サービスアクセス改善プロジェクト」の活動を開

始した。

①資料の開発：母子保健サービスがわかる、コン

パクトな資料を作り、チェックリストを作成（母

子健康手帳と同じ大きさにし、挟めるように工

夫している）。

②保健ボランティアの育成：勉強会（妊娠性糖尿

病と体重増加など）を開催している。

③保健ボランティアとの妊産婦母親訪問・母子保

健サービスアクセスのための調整・橋渡し：保

健センター・保健師が何かわからない方に、地
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域で健康を守る看護師さんを説明するところか

ら始める。予防接種の情報がわからない方、乳

幼児健診も母国に同じシステムがなくてわから

ない方への説明や相談先の情報不足についてな

ども補助する。

④自治体と連携した妊産婦セミナー開催

以上がプロジェクトの主な活動である。

活動の中で、保健センターや病院との連携、保

育園入園の相談にも対応している。通訳を付けた

沐浴指導や離乳食指導、予防接種の勉強会プラス

個別相談（ケースが多様で個別にしか対応できな

い）の他、保健センターではネパール人を対象に

した母親学級（年 2 回）、栄養学級、歯科衛生指

導などを実施している。

母子保健・医療に関する電話相談の例として、

親の在留資格にかかわりなく予防接種が受けられ

ることを知らない、言葉の障壁で発達障害の診断

がつけられない、親から子へのネグレクト・性虐

待などがある。健康は「人権」として最低限守ら

れるべきものであり、母子保健サービスに適切に

アクセスできる環境は国内外問わず最も重要なこ

との一つである（日本は遅れている）。“お互い様

精神”で、双方から歩み寄り、相手を尊重し、理

解を深めることが重要。国籍に関係なく住みやす

い社会は日本人にとっても暮らしやすい社会であ

る。

質疑応答

Ｑ：支援を始めた頃は文化の違いがわからなかったと思うが、どこでわかったか？Ｑ：支援を始めた頃は文化の違いがわからなかったと思うが、どこでわかったか？

Ａ：訪問活動を通訳付きでボランティアさんと一緒に行い、話すことで見えてきた。「沐浴を知りたい

が言葉が通じず教室に行けない」などの生の声を拾うことができた。

Ｑ：発達障害の誤診は大きな問題と感じている。この頃全国的に支援学級に入れてしまうと聞くが、Ｑ：発達障害の誤診は大きな問題と感じている。この頃全国的に支援学級に入れてしまうと聞くが、

誤診が判明した後はどうしているか。誤診が判明した後はどうしているか。

Ａ：外国人の相談なので後追いはできていない。診断がついた後の支援も問題。

通訳が必要な場面に通訳が派遣できない局面も多い。介護などで通訳が必要な場面もある。国を

挙げて医療通訳に対応しないとならない局面に来ていると認識している。
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ワークショップ

佐藤　優子　　JICA 東京　研修員健康管理センター　看護師 

JICA 東京では開発途上国から日本に来る研修員を受け入れている。全体では年間 10000 人以上、

JICA 東京所管地域では年間 4000 人。全体で 100 か国以上から受け入れており、アジア・アフリカ

地域が多く、8 割程度を占めている。

研修員が、具合が悪くなった際、医療機関に連れて行くと、見た目（黒い、大きい、言葉が通じない、

感染症が怖いなど）で診療拒否されることもある。4 年間のデータをとってみたが、特異な感染症は少

なく、ほとんどは一般的な内科の病気である。頭痛やめまい、耳なりなど身体症状を訴えてクリニック

に来ること多いが、所見がない場合（週に 3 回医師が診療）、臨床心理士渡辺カウンセラーにつなぐこ

とが多い。精神科というとハードルを感じる方も多いため「リラクゼーションセラピスト」「ストレス

マネジメント」「メディテーション」などと表現している。
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ワークショップ

渡辺　眞里子　　JICA 東京 研修員カウンセラー　臨床心理士

私は 1980 年代から 90 年代にかけてＪＩＣＡ職員として研修員のマネジメントなど担当していた。

その頃湾岸戦争が勃発した。戦争の渦中にある国々から国の代表として来日していた研修員たちは、帰

国したら政治犯となる可能性もあり、殺されるかもしれず、家族の安否もわからない、そんな深刻な

状況に陥った。まだ 20 代前半だった私は、そんな研修員にどう声をかけてよいかわからず、悔しくも

どかしい思いをした。その経験から、ＪＩＣＡを退職してアメリカの大学院で臨床心理の勉強をした。

20 数年前から再び JICA で、海外から日本に来る研修員カウンセリングを行っている。今までに百数

十か国、30000 人以上の方のカウンセリングを行ってきた。

今日の内容は来日直後の方に行っているワークショップである。どんな形で日本に来た方も、生活の

基盤はコミュニケーションになる。これを身に着けていただくために実施している。

文化とは何か？心理学的理論から見た文化を使い、実用的なワークを行いたい。

まず、行動の背景には期待がある、その期待を作るのが価値観 ( 適切か不適切か )、価値観に影響す

るのは社会的背景 ( 家族、教育、生活経済環境 )。法律や風習も影響する。

「名誉殺人」はイスラム教国で娘が父親や夫にたてついただけで殺してよいという風習だ。帰国する

と空港で待ち構えて殺されるからどうしたらいいかと相談を受けたこともある。また、お辞儀をするこ

とは日本人にとって当然のことだが、社会背景によるものでもある。例えば、ムスリムはアラーの神に

しかお辞儀をしてはいけない。彼らに対してお辞儀して下さいなどとは言えない。

20 年以上のカウンセリングの経験から、「文化」とは「当たり前だと思っていること」と仮説を立て

ている。異文化とは、「当たり前」が異なることと定義している。体で体験してみてほしい。 

◎腕組み体験◎腕組み体験

・いつものやり方で組んでもらう ( 迷わず、すぐにできる )

・いつもと反対の組み方をしてもらう（時間がかかり、ぎこちない、違和感がある）。

これが異文化体験。来たばかりの研修員がよく「自分が馬鹿になった気がする」「頭の回転が鈍くなっ

た」「イライラする」と言うが、これは当然のことで、能力のせいではなく慣れてないだけだから、ま

ずはリラックスして、と説明している。

「異文化」は外国人のことと考えている方も多いかもしれないが、異文化は脳の数だけ存在する。ひ
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とりひとり、夫婦でも親子でも文化は違う。文化摩擦は、対外国人だけではなく自分以外のすべての人

との間に存在すると考えたほうが安全である。人の数だけ「普通」が存在する。「普通」が出たら要注意。

「いや、普通こうするでしょ？」は異文化摩擦で、お互いの普通がかみ合っていないときに生じる。「相

手がおかしい」と思う時は、大抵その相手もあなたのことを「おかしい」と思っている。自分が普通、

相手が間違っている、と判断する前にできることがある。これが「異文化理解」。相手がおかしいと思っ

た時点で摩擦のままで終わってしまう。

「異文化コミュニケーション」は異なることについて、柔軟に話し合えることだ。文化は脳の数だけ

ある、違うことは仕方ないこととして受け入れ、「違う」ことをオープンにし、違うという前提に話し

合うこと、を今日ここでは「異文化コミュニケーション」と呼びたい。

日本に来たばかり 1 週間くらいの人から相談をよく受けるケースを紹介する。

ロールプレイ：ロールプレイ：

外国人と日本人の場合。出会いがしら、外国人が親しげに挨拶し、日本人は目をそらす。

～今どう感じましたか？～

外国人「日本人は私を無視する。人種差別？」

日本人「普通知っている人にしかあいさつしないでしょ？」

ここで何が起きていたのか、文化のピラミッドで見てみる。「出会った人には必ず挨拶をする」のが

当然の社会から来た外国人と、「知っている人と出会ったら挨拶する」のが当然の社会から来た日本人。

社会的背景を見ると、お互いに「当然のこと」をしたのだと納得できる。行動でびっくりしたら、立ち

止まって、背景に思いをはせてほしい。それだけで変わってくる。どこにいるか、どんな状況にいるか

で「いい」「わるい」は変わっていく。そのことを知っているだけで楽になる。

異文化理解・3ステップは、大変シンプルだが知っているといないでは大違いになる。「相手がおかしい」

と思った時、ひとは心の中で相手を指さしている。その手をイメージしてください。

ステップ１．まず自分を理解する（3 本指）何に反応している？何を期待していたのか？それは自分自

身のどんな価値観や社会的背景から来ているのか？自分に問いかけるだけでだいぶ落ち着く。怒ってい

るときは「私が正しい」「相手が悪い」と主観的になっているが、そんな時は 3 本指を思い出し、まず

自分のことを考えて落ち着こう。

ステップ２．次に相手を理解する（人差し指）何故これが起きているのだろう？先方の期待は何だろう？

それはどんな価値観や社会的背景から来ているのか？相手に思いを馳せる。それでも理解ができないと

きはステップ３へ。

ステップ３．第三者の助けを借りる（親指）。自分だけで抱えないことが大事。人ではなくインターネッ

トなどの情報でもよい。

3 ステップのコツ　3 ステップのコツ　

・アクションの順番

良いか悪いかの判断をする前に、相手に「尋ねてから」こちらのことを「伝える」。先に聞く、とい

う順番を変えるだけでコミュニケーションは変わる。誤解されている、と思った時も「それは違います」

「そんなつもりじゃありません」という前に「あれ、私今何か変なこと言いましたか？」「何が起きて

いるか教えていただけますか？」と言うだけで変わってくる。

・「Why」ではなく「What」で聞く。

「どうして」遅れたの？ではなく、「何が」あったの？問い詰めるのではなく、何が起きたかを聞く。

心理学的には、Why は個人にその理由説明を求める、What は状況の説明を求める。What と聞かれ

た方が安心して話ができる。
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・伝えるときには、あなたが～ではなく、私が～だから。

「あなたが傷つけたのよ」ではなく「私は今傷ついているの」、Please help me to understand you

という感じで。相手のせいにするのではなく、自分に責任があるように伝えると相手を安心させるこ

とができる。

ワークシート記入（※別紙資料 « ワークシート » 異文化の例に記入）

「自分の当たり前と相手の文化が違ってびっくりした例」「自分がなぜ当たり前と思っているか」「相手

の行動の背景を考える」を 3 分間で記入して欲しい。

神奈川県濱小路さんのびっくりした例：

「他人のボケには突っ込みを入れるのが当たり前と思っていたのに関東では突っ込んでもらえない」自

分の期待は「突っ込みまで終わらせて笑ってほしい」、価値観は「誰かがぼけたら突っ込む、と小さい

頃から習ってきた。近所の人もみんなそうだったし生活に根付いている」。関東ではそのまま一緒に笑っ

たり、スルーしたりする。面白いことがあったら一緒に笑うが、強めに返すのは失礼、という配慮、背

景があるのかもしれない。

ワーク前、突っ込んでもらえなかった時どう思っていたか？

→自分が面白くない、と自信がなくなる。（被害者）

このワーク後に変わりましたか？

→自分のせいじゃなかったのかも。自分に向いていた視点が相手のことも考えられるようになった。案

外いい人たちなのかもと気持ちが変わった。

行動だけで判断すると被害者と攻撃者にしかなれないが、ステップ 1 でなぜ自分がそうなのかを理解し、

ステップ 2 で相手にも思いを馳せることにより被害者、攻撃者から降り、客観的になることができる。

普段のワークショップでは皆に結果を発表してもらうが、文化のお披露目会のようになって興味深い。

4 つのコミュニケーションパターン紹介のロールプレイ（※資料参照）
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異文化理解の曲線

来日当初は高揚しても、平均 3 か月ぐらいで落ち込む時期が来る。いいところだけではなく、違う面が

見えて初めて統合できるため、これはチャンスでもある。

だが、もう一度やってみたけれども乗り越えられないという時期も来る。

大事なのは完璧でなくてよいと思えること。

異文化に慣れていく道は一生続く。「それなりにやれる！」現実を受け入れ乗り越えていく。

今日帰ってからご家庭で、明後日から職場で 3 つのステップを取り入れてほしい。

文化摩擦は国境に関係なく生じる。

摩擦を乗り越える 3 つのステップを実践し、ご活用ください。
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